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こ順 料は昭和』姫 皮にお吻 、日本小型自動車振興会か閣 型

自動車競走法に基 づ く小型自動車等、機械工業振興資金の交付を受け

て作成 した ものであ ります。
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OECD.(欧 州 経 済 協 力発 展機 構)は 昭和47年11月15日 か ら15日 ま.

で の3日,パ リの 同本 部 で 「コ ン ピ ュー タ 。コ ミ ュニケ ー シ ョン ・シ ス テ ムの

応 用」 と題 す る国際 セ ミナ ーを開 催 した。,

この 国際 セ ミナーの主 要 目的 は① 複合 的 な コ ン ピ ュー タ ・コ ミュニ ケ ー シ ・

ン 。シス テ ムの将来 に おけ る潜在 的 な応 用 分野◎ これ らの 潜在 的 な応 用に当 っ

て の技 術 的,社 会 的,経 済 的 な関連 事 項 お よび 問題 点③ またそ の国 際 的 な側面

に 対す る影 響foよ び問 題点 の5つ に あ9,銀 行 ・保険,行 政,医 療,教 育 な ど

gつ の分科 会 に分 かれ て,20数 ケ国 か ら約120名 の官 庁,民 間;大 学 な ど

の 専 門家 が 参加 して活 発 な討 論が 展 開 された 。

以下 に抄 訳 した もの は,こ の国際 セ ミナ ーの最終 日に各 分科 会 の議 長 か ら報

告 され た暫 定 報告 の概 要 で あ り,こ れ らを通 じて共 通 に浮 び上 って きて い る諸

点 と しては① こん ご複 合 的 な コン ピュー タ通 信 シス テ ム急 速 な発展 と拡 大 が見

通 され る こ と② そ の場 合技 術 的課 題 よ り も,シ ス テ ムの標 準化 や コス トの 大 幅

低減 が重 要 な課 題 に な る こ と③企 業 の 公共 的 性格 が だん だん強 ま って くる こ と

④ グ ロー バル な情 報 ネ ッ トワ ークの拡 大 に対応 して新 しい国際的 な問 題(サ テ

ィ ライ トの国 際的 利 用 ・国際 間 の 情報 機 密 の保 持 ・南北 間 の情 報 ギ ャ ップの拡

大 とそ の 抑 制 な ど)の 発生 な どが 指摘 され て い る。

本 報 告 は世 界 的 な視 野 で の テ レコ ミュニ ケ ー シ ョン問 題,オ ン ライ ン ・ネ ッ

トワーク研 究 の た め貴 重 な もの と考 え られ るので ここ に訳出 した。
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第t分 科 会 報 告

財 政,銀 行,保 険 分野

議 長M.H.VユOeberghs

報 告 者Bia6inirro

I・ 総 合的・コ ン ピ ュータ ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョン ・・シス テム の主 要 適 用 分野 な い

し可能 な適 用 分野'・ ∵

A銀 行 ・財 政 分野 へ の適 用

1国 際 分 野

a情 報 移動:企 業 情報

株式 取 引 』 バ ∴

商 品 価格

基 本的 財政 情 報

信 用情 報

bサ ー ビス お よび貿易 支 払 の 移転

c資 本移 動:短 期 ,

..長 期.,

'ド"・・:・i投 資"・ ・

d.:、信 用報 告

e株 式 お よび証 券 の登 録

,2国 内 分野

a伝 送

bボ イy .ト ・オ ブ ・… 一ル 蹴 る〉 レ ジ ・ ト・力ニ ド噸

・C現 金 流 通(ク レ ジ ッ ト ・ カ ー ド)

-5一



d

e

f

g

h

銀行=企 業結合と商業

銀行本支店間の情報かよび決済

銀行間情報交換

株式お よび証券の登録

信用報告
硝

B保 険分 野 へ の適 用

規 模,デ ー タ量,処 理速 度 の 迅速 性 か らみ て,特 に際立 っ 分野 で按 ないが,

本分 野 に おけ る総 合的 コ ン ピ ュー タ ・テ レコ ミュニ ケ ーシ ョン ・シス テ ムは,

次 の2項 目に 関係す る。

社 内情報 お よび経 理 ・

再 保険

この 分 野 に お いて予 想 され る,国 内 ネ ッ トワー ク と国 際 ネ ットワ ーク の間

に は特 に顕著 な差異 は ない で あ ろ う。

本 分科 会 は,fi総 合」 の概念 につい て論 じあ っft。 議 論 を通 じて 明 らかに

ハ

され たが,「 総 合」 とは,コ ン ピ ュー タ とコ ミ ュニ ケ ーシ ョンの結 合 を意味

す る と考 え られ る。 当 分科 会 はタ あ る1国 内 に拾 いて,ネ ッ トワ ーク 相互 の

接続 は ない に もせ よ,テ レコ ミ ュニ ケ ーシ ョン技術 とコ ン ピ ュー タ技術 を結

合 した 各種 の ネ ッ トワークが 存 在 し,同 様 に各 種の 国際的 ネン トワ ーク も存

在 す る こ とに 注 目 した σ まだ.す べ て の 銀行 お よび,財 務 分野 で類 似 機 能 を

持 つ非 銀 行 業,に お い て,使 用 が予 想 さ れ る コ ミ ュニ ケー シ ョン ・シス テ ム

を漸 次形 成 しよ う とす るニ ーズ が 高 ま りつつ あ る。 との見解 が 提 出 され た。

(本 分科 会 は,多 くの国 におけ る,脱 専 門化 傾 向,に 注 目 した 。貯 蓄銀 行が

商 業 銀 行業 務 分野 に歩 を入 れ る,と い った傾 向が そ れで あ る。 同様 な傾向 は,

公共 的 財務 機 関 にお いて も認 め られ る 。)・

本 分科 会 は,全 体 として は公益 事業 体(公 共 機 関 であ るにせ よ,私 企業 で

あ るに せ よ)が 国 内的 に も国際 的 に も共 用性 の あ る ネ ッ トワ ーク を持 つ こ と
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が 望 ま しい と考 え る。 しか し一 部の メン バ}は.専 用回線 に しば られ た私 設

ネ ッ トワーク は よ く機 能 しな いお そ れ が あ るこ と,お よびプ 少 く とも近 い将

来 に おいて は銀 行 または 銀 行 グル]プ と して の意欲 か ちす る と,コ ン ピ ュー

タ ーコ ミ ュニ ケ ー シ ョン ・シス テ ムの適 用分野 に おけ る競争 的地 位 を弱 め る

こ とは欲 しな い ので は ない か,と の疑 問 を提 出 した。 しか し,当 分科 会 と し

て は,長 期 的 にい え ば,既 存 の ネ ッ トワ ーク の共 用性 を実現 す るこ とが 望 ま

しい,と の意 見 で あ る。

この共 用性 実 現 の 如何 は,第 一 に 効率 的 なテ レ コ ミ ュニ ケLシ ョン ・ネ ッ

トワー クの構 成 如何 に かか わ り,第;に,メ ッセ ー ジ ・フ ォー マ ッ トと伝 送

手順 の,最 低 限 統一 され た規格 如何 に か か わる。

電 信 電 話 サ ー ビス は,国 際 的銀行 社 会 の要請 を満 足 させ る もの で なけ れ ば

な らない 。 ・

皿 一 般 的 に,こ れ らの 予想 さ れ る適 用につ いて,こ れ を制 約 す る もの,あ る

いは主 要 な問題 は何 か。

上 に リス ト ・ア ップさ れた 適 用形態 に 関す る制 約 ま たは 問題 点 を,運 営委

員会 で勧 告 され た よ うな形 で個別 に分 け て報告 す る こ とは 困 難で あ うた。問

題 点 な い し制 約 条件 は,下 記 関連 事項 の 各 節で 諭せ られ るご

β

◆イ

箪 関連事項 ◆'"ゼ'

1経 済的関連事項

(1)一 般 に,国 内ない し国際的 テレコ ミエニ ケーシ ョン ・システ ムの,費 用==

効果 分析 を定量的 に行な うことは不可能 に近いポ

直接的 な経済効果 に加 えて,全 体 として社会に対す る質的 な(計 量 できな

い),次 の よう左効果 が ある。

(イ)競 争の増大

(ロ)世 界各地におけ る,資 源の需要 と供給の よりよい均衡 の達成
一?一



(ハ)・ よ り良質 の,よ り速 い,よ り広 汎な情 報

(2)"銀 行 業 務 は,現 在 よb.も,大 業 務 量 ・低利 益率 の事 業 とな る徴 候 が あ る。

コ ン ビ ュー,タ ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョン を効率 的 に適 用 す るこ とに よ り,上 の変

化 に対 して,銀 行 は よ り効 果 的 に対 処す るこ とが で き よ う。

(3)国 際 的 な情報 伝 送 の迅速 化 は,国 際収 支 や為替 レ ー ト・に 関す る新 問題 を提

起 す る と考 え られ る。'

2機 構 制 度 関連 事項

国 内 ネ ッ トワーク に 関 す る限 り,,現 在特 に機 構 制 度的 な変 化 履ない 。 国際

的 な ネ ットワーク の場 合 ロ,う くス,テム 開発 の誘 因 は私 企 業 分野 に あ る とはい

え,ネ ット ワークの なかに,、 中央 銀 行 と財政 当 局 が包 含さ れ る よ う、にな るぺ

きで あ ると考 え られ る◎,

5社 会的 関連 事項

(1)総 合化 され た コ ン ピ ュータ ・コ ミュニ ケー シ ョン ・シス テム は,日 常 の ル

ーチ
、ン業務 に 携 わ る 人i,達に衝 撃 を与 え るだろ う。 この た め銀行 は,人 の訓

練 計 画,採 用手 続,一 般 人事対 策 を再 検 討 し,変 更 す る必 要に 迫 られ るだ ろ

う。,.、`

(2}コ ン ピ ュー タ ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョン ・シス テ ムの来 るべ き実 現 に際 し,現

コ ンビ・一夕 ●ユーザ ーの騨 ぼ と将来 のユーザ「の教育 の変勒 櫻 請され

よ う。

(3)L臆 に銀 行社 会 は,ク レジ ッ ト ・カ ー ドまたは バ ンク ・カ ー ドに よって可

能 とな る個 人へ の与信 の過 大 化 に 備 えて,適 切 な歯 ドメ対策 を樹立 す る必 要

が あ る。

(4)論 議 が 尽 され ない ま ま,展 望 で きなか ったテ レコ ミ ュニク ーシ ヨン社 会 の

影 響 の ひ とつ に,「 個 人 は ます ます 一 個 の人 聞 と して では な く,一 個 の番号

と して のみ 認識 さ れ る」 とい う問 題 が あ る。

π 法律的 関連事項
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1銀 行 のた め の 国際 的 な デ ー・タ伝 送 シス テ ムを許容 しまたは調 整 す るため の

法 律的 な問題 点 につ い て,適 切 な注 意 が な され るべ きだ とい うこ とを示 唆

す る ものは現 在 の ところ全 くな い カ、 あ って も僅 かにす ぎない。

2国 際的 た テ レコ ミ ュニ ケ ー シ ョン ・シ ステ ム を効 率 的 に機 能 さす た めに,

法 的 調 整が 必 要 左 とき,各 国 は不 当 に反対 す べ きで はない。

3特 に 留意 す べ き問 題 点 は 次の 通 り。

個 人 の 秘密 業 務 上 の機 密

責 任 保証

V国 際的 関連 事項

1国 際 的 な テ レ コ ミ ュニ ケ ー シ ョン ・ネ ッ トワークは,下 記 に関す る国 ご と

の コ ミ ュニ ケ ー シ ョン ・ユ ーテ ィ リテ ィの共 同 作業 に依 る ところが 多 い。

機 器 の統 一 化 技 術 的標 準

投資 計 画 料金

2EEC諸 国 の 通貨 政 策 分野 に おけ る特 殊 問題 と して,EEC諸 国 通 貨 の為

替 レー ト幅 は漸 次 せ ば ま り,い ず れは 固定 平価 が出 現す るだ ろ う.

3真 の国 際的 な ネ ッ トワーク は,長 期 的 に み れば,西 欧工業 化 諸 国以 外 のす

べ て の国 の適 切 な協 議 と参加 を 必要 とす ると考 え られ る。

↑

v'

一9-一



d

1

、

 

、



」

・

7

」

'

「

1

.

会科

 

・

1

分

,

,

9

.

」

.

,

2

・

第

,

,

」

・

.

「

白

,

」

`、

戸

ノ

`
い

・



膚

A

、●'



第2分 科会報告

民

野分

長

者告

政

講

親

行

Huber七

VonBoris

1

㌧ ノ

適 用

調査範 囲

いろいろな理 由か ら国防,教 育,研 究,保 健,病 院分野は除外 されてい

る。地方行政機関,社 会保険 お よび一般的統計分野への適用は含 まれ る。

分 類

種 々の適用形式 は次の3つ の カテ ゴ リーに分類 された。

住 民に関す る適用

公 共財に関す る適用

住民 に関す る(私 的)財 に関す る適 用

{aa)、 住 民

住民登録

社会保障

顧 用

課 税

移民 お よび 外国人労働者

公共 サー ビスにおけ る給与 管理

国 内会計 ・予算(P・,IPBS)

旅券管理

警察お よび麻薬

犯罪 ファイル, .

電話案内

一13一



倒 公共 財(お よび 財相 当物)一 二 一 ・、

地域 開発

関 税"tL'll・1

企 業 登録 ㍉ コい'

気 象 一

汚 染

(c)住 民 に関す る財

自動車 登 録 ＼ パ

'.'自 動車 保険 ・ ■し・

:一 特 ざ 許 ㌧"・ ・"1・;

土 地登記

外 国事 情通 信 ㌧'バ ・'∴ … ぼ ・='

㈹ 一 般'・ 一"

統 計'

わ れ われ は先 ず住 民 に関す るガ テ ゴ リー につ い て論 じたぶ

わ れ われ は そ の一 例 と して社 会 保障 分野(広 義 の)を あげ た。 この分野

は主 要 な問 題 や関連 事 項 を非 常 に よ く解 明 し うる分 野で あ るご

制 約条 件 と関連 事 項 膓い'

経 済 的 関連 事 項 「:'宗

われ われ の グ ルー プは,現 在 の ところ,行 政 分野 匠お い で コ ス トと便 益

の定 量 化 は不 可能 で あ ると考 え る。 そ こでわ れ われ のグん心 プは 議 論 を,

コス ト・効 果 分析 の 要素 に な り うる条 件 を定 あ る こ とに限定 した。

われ われ の グル ープ は上記 の要 素 を次 め よう に 抽 出 じたぷ 』

(a)ミ ク ロな経 済 的条 件

(aa)コ ス トー ネ ッ トワー ク(専 用 の,お よび 一般 的 な)

一 ハ ー ドウ エア(特 に端 末機 器)

一 組 織 変 更 に と もな うコ ス ト

ー'14一
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'一 教 育 コ ス ト

(1⊃b)便 益 一 時 間 の節 約

一 要 員 数 の減 少' 、'

一 ユ ーザ ー の集約(部 門 間 の相互 作 用)

、 一 規格 化(調 整 手 続 よ り)'

倒 マ ク ロな経 済 的条 件

・戸「 市民 サ ー ビス の改善

一 経 済 成長 一 般 へ の効果

一 資源 わ りあて の改善(労 働 市 場)

一一 意 思決 定 の改善

われ われ の グル ー プは 本件 に関 し専 用 ネ ッ トワー クに よ る場合 と一 般 的

ネ ッ トワー クに よ る場 合 との結 果 を比 較 す る必 要 を感 じた。 参 加 者 に よ り

提示 さ れ た例 は次 の結論 を導 い た。

一 現 在 まで ほ とん どの適 用 例 は専 用 ネ ッ トワー ク に よ り運 営 され てい る。

一 しか し,長 期 的 に見 れ ば一 般 的 ネ ッ トワーク に よる方 が経 済 的 お よび

社 会 的見 地 か ら して望 ま しい,

若 干 の例 に よれば,便 益 は コス トを上廻 わ る と考 え られ た。

一 米 国 市 職 員 に つい て の調 査(市 政 年鑑'72)

一 英 国 ・郵 政省 く電 話 サ ー ビス)の 合計

・'国防 分野 に おけ る備 蓄 品 管理

一 フ ランスー運 転 者 フ ァ イル

われ われ の グル ー プは コス ト効 果 比(の 向 上)は 確 か に望 ま しい 目標 で

は あ るが,最 も重 要 な こ とは公共 行政 に おけ るサ ー ビス の質 的 向 上 であ る

と結論 した 。 この こ とは主 と して マク ロな経 済 分 野 の問 題 で計 量 化 は:なさ

れ え ない 。 ・ 、 べ

'制度 上 の関連 事 項
1、 ＼

白)議 論 は,地 方 的 ま た は地域 的行政 機 関 を含 む 政府 内部 の組織 問 題 に集

一15一



申 した。考 え られ るテ レ コ ミュニ ケ ⊥シ ョンに関 し,2つ の意 見 が提 出

され た。 ビ

ー 非 中央集 中化 の手 段 と して

一 中央集 中化 の条 件 と して'

共通 す る意 見 は 次 の とお りで あ る。 機器 の集 中化 と,機 能 鉛 よび 意 思

決 定 の中央 集 中化 に関 す る組 織 問題 とは.区 別 さ れ るべ きで あ る。

㈲ 政 府 部 内 の組織 間協 力問 題 か ら,議 論 は政 府 と政 府 外 の社 会 的諸 団体

との関係 に お・よん だ。 と くに 団 体参 加 に よる教 育的 効果 を考 え る と き,

社 会的諸 団体 は テ レ コ ミ'ユニケー シ ョン シス テ ムを計 画 し,運 営 す る機

関 に包 含 され る ように な るべ きだ との示 唆 が あ った。

(c)シ ステ ム を個 人的 に 利用 す るた め に,諮 問機 関 と しての市 民 委 員会 を

もつセ ン ター を用 意 す るこ とに よ って個 人 も組織 の 一部 とな る よ うにす

べ きで あ る。

上記3点 につ い て の共 通 した結 論 と して,公 共行政 コ ミュニケ ーツ ヨン

シ ステ ムを管理 す るた め には特 別 執行 機 関 が 必 要 で あ る6、その機 関は 次 の

三 者 で構 成 され なけ れ ば な らない。 す な わ ち,中 央 地 方行 政 当局 者,組 合

保険 団 体 お・よび 市民 代 表 で あ る。

これは参 加者 の大 部 分が 問題 を技術 的 観 点 のみ に限 定 すべ きで は な く,

PTTに ま かせ るべ きで は な い と考 え てい る こ とを示 して い る,,

結 論 と して云 えば,テ レコ ミュ ≠ケLシ ョン は実 質 的 に機 能 の転換 を も

た らす もの とは云 え ない が,当 局者 を して現 在 の機 能 を改 良 させ るた め の

もの,他 の言 葉 で云 え ば,テ レコ ミュニケ ー シ ョンは現 在 の機 能 を強化 す

る もの であ る と云 え る で あろ う。

法 律 的 関連事 項

われ われ の グ ル ー プは プ ラ イバ シ ーにつ い て論 じたが,こ の問 題 は一般

的 左問題 でテ レ コ ミュニ ケ ー シ ョンが必 然 的 に結 果 す る問題 で は な い と考

え る。.ジ ・1'・'ダ=て 、':"
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他の法律 的観点 として情報 に対 す る権利が市民の基本的な権利 の1つ と

して論 じられた。 と くに行政 の市 民に よるコン トロールお よび情報の質に

対す るス ウェーデンの提案 一 個入 デー タの扱 いに責任を もつ特別機 関の

創設に関す る 一 が参照 され た。

社会的関連事項

論議 の中で5つ の問題点 が提示 され た。 't

ω カヵ ダの ように広い国 においてコ ミ.ユニケーシ ョンの料金構成か ら引

き起 こされ る地域 間の情報 アクセスの不平等

⑬ 市民 一 国家関係が非 人間化す る危険 と望 しい 目標 としての市民 の シ

ステ ム参 加

(c)市 民 の制度的環境変化への抵抗 一 この問題 の改善は長 い期間にわた

る教育 の努 力によ って改 良が達成 される ものである。

国際的関連事項

下記 の諸点が提示 された。

(a)あ る種 の問題 は本質的 に国際的 な もので国際的な解決 を要する。(公

害 分野,健 康,輸 送,気 象,犯 罪 データ,そ れか らある範囲で社会保障

問題)

㊥ 行政的下部組織 を建設 中の発展途上国 と経 験を交流す る ことは主要な

問題 であろ う。 これに関す る1案 として発 展途上国 と先進国 との連 合案

が示 され た。

(c)国 際的に交流で きるデータの種類 は行政分野 に関す る限 り相対的に少

ないが,国 際的 なデータ交換 について規格統一が基本的に必要で あると

見 なされた。

問題解決のための基本的事項お・よび示唆 ・'1

(a)技 術的条件 ・-a:、

サ ー ビスの向上のためには,ユ ーザーはそのニーズを明確に し,こ れ

を長期計画 として明 らかに しなけ れば な らない。 そのよ うな一般的 なア

'-17-
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ブ ロ ーチが ご い と,PTTが 適切 なデ レ コ ミ ュニケ ー シ ョンを用 意 す る

ご どは 困難 で あろ う'。

ネ パ 。一クの規格化が必要であり洛 国は越 した技術的概念舗

つ こ とが望ま しい。技術 進歩 のための柔軟性 が考慮 されなげれ ばな らな

い。

㈲ 経 済的条件

レ ス テ宏 導 入 決定 の基 礎 と して経 済 的 評 価 に関 す る研 究 が な され な け

れ ば な らな い。 しか じ,サ]ビ ス の質 とい うものが主 要 な基 準 と して残

る で あろ う。

(c)組 織 的条件

行 政 に おげ るテ シ コ ミ ュニ ケ ー シ ョンの運 用 と監査 は全 て の政 府 レざ

ルお よび 社 会 的諸 団体 か ら構 成 さ れ る新 しい タイプ め機 関(行 政庁 ま た

は委員 会)に ゆだ ね るべ きで あ る。 なぜ な らば,そ の様 な シス デ ムは最

も重 要 な社会 的 ・政 治 的手 段 で あ るか ら。

"姐)政 治 的 条件

い ず れ の国 におい て も 遥DPの 新 しい適 用 につ い で留意 し・計 画 し・

設 計 し,か つ また起 こるか もしれ ない未 知 の副 次的 効 果 を処理 ず るた め

一の,':中 枢機 能 が必 要 とされ る。 公 共 行 政 分野 に おけ るEDP活 動 に対 す

'る総 合計 画 が 開発 され なけ れ ば な らない 。

θ 法 律 的 条 件

テ レ'コミ'ユニケー シ ョンに よ'るデ ー タベ ースへ のア ク セス の機 会 が広

ま るた め に生 ずる誤 用 の 危険 の増 加 を考 慮 して プ ライバ シ ーに関 す る研

究 が 強化 され なけ れ ば な らない。 ↓・∫○'.○

(f)国 際 的条件 ・一ご・'パ 隷 ご

テ レ コ ミ ュニ ケー シ ョン分野 の国 際協 力は 重 要で あ る。之 の 目的 のた

めに作 られ る各種 国 際 機 関 で この協 力が なされ な けれ ば な らない。

一18一 、
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② 社会的条件

公共行政分野 に関す る限 り政府 一 市民関係へ のイ ンパク トが中心課

題 である。 より効果的 でかつ より質 の高い改善 されたサ ー ビス を市民が

得 る機会はまだ充分 ではない。いま直 ちに可能 であるとは云えないが少

くとも長期的 には新 しい意味 での公共行政分野へ の市民参加がテ レコ ミ

ュニケーシ ョンに より可能 とされなければな らない。

り 一般的条件

テレコ ミュニケーシ ョンの導入に よって公共行政分野 において非常 に

多 くの合理化 と改善 が可能 になると考え られる。 しか し,導 入過程にお

け る困難,制 約,問 題,遅 れは過少評価されては ならない。 む しろ多い

に強調 され なければ な らない。市民社会や行政 自体におけ る意識,無 意

識 の抵抗 が克服 され なければ な らない。

,

`

(
,'
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要 約 一.い

健康 管 理 の分 野 が検 討 さ れ、 ポテ ンシ ャル の適用 範 囲 が論 議 され、位 置 づ

け られ た。 適用 と制 約 が 図表 に ま とめ られ た。 批 判政 策 の範 囲が 定 め られ、 国

際機 構 の ポテ ン シャ ルの 活 動範 囲 が 健康 管理 分野 のた め に表 記 さ れた。

序 論

現在 及 び未 来 の健 康 管 理分 野 は 非 常 に大 きい。 ポテ ン シ ャルの 適 当 を含 む

事項 を あげ た リス トは 、 適 当 の可 能 な事項 全 体 か ら見 れ ば、 ほ ん の上 っ面 をか

す った 程度 に過 ぎない。 健 康 管理 の 領 域 にお け る第 一 の 目標 は、 値 入 の 肉体 的

及 び精神 的 安寧 を充 分 に保 持 す る こ とであ る と定義 された 。、

各 適用 は この全 体 の 目標 をふ まえ た上 で、 それ ぞ れ 定義 され た。

健 康 管理 の領域 は、 現在 で は主 と して 病院 を取 りまい て い る。 適用 は地 域

的 ひい ては 国家 的 適 用 へ の推移 を指 向 す る未 来 に向っ て 計 画 され ねば な らない 。

国 際 的 な適応 性 の唯 一 の大 きな適 用 は 、 患者 の 医学 的 記録 か ら情 報 を得 る能 力

で あっ た。 健康 管 理 シ ス テ ムの 自然 な発 達 は 他 の適 用 分 野 の発 達 と似 て い る。

先 ず病 院 管理 機 能 を、 次 い で全 体 的 な病院 情 報 シス テ ム を、 最 後 に地域 的 な健

康管 理 シス テ ムを取 り囲 ん で い る。

医学的 記録 べ の適 用 は将 来 行 われ るだ ろ う。

研 究及 び教 育 へ の 適用 は 現在 行 われ てお り、 将 来 は さ らに拡 大 さ れ るだ ろ

う。 バ'

唯一 の重 大 な専 門 的 諸 問題 は基 準 と両 立 性 の領 域 で 定義 され た。

適 用 範 囲 の 要約 ."一

計 画 及 び統 制t't-`1ミ 「

管 理情 報 シス テ ム ・`'

計 画 とひ な型 作製 の システ ム ー・

・一般 管 理

患者 へ の 請 求 と会 計

人 事 管 理 一1

二23=…



資材供給 と在庫管理

患者管理 パ ∴ ∵㍉'一

入院5退 院及 び移送.r:∴ ・

食事管理 ■

記帳及 び計画作製

医学的記録`

自動式医学 的記録 ・}

医 療 シ ズ テ ム ・'し'・

研 究 所 シス テ ムdt・tl.パ

医薬 管 理 ・'^

患 者 モ ニ ター シス テ ム1'"一 ・ ㌧

'
医 学 教 育,一.,

医学 研 究 ∴ ∴〔""

救 急 通 報 シス テ ム'・ バ'

,地 域 社 会 サ ー ヴ ィス シス テ ム'㍑

政 策問 題

重 要 な政 策問 題 が 確 認 さ れ た。 そ の殆 どは政府 レベ ル で考 察 され る必 要 が

あゲ た が、 他 の もの に関 しては 国 際 的政 治機 構 に よつ て推進 され 得 る と思わ れ

た。 次 に あげ る リス トは重 要 性 の順 に は なっ て い ない 。

政 府 レベ ル政 策 問 題

t財 政 面:特 に総 合 的 な病院 シス テ ム及 び各 地 の シ ステ ムが地 域 的 な も.の

にな る場 合へ の 高 度 の資本 投 資。 情 報 工 学 に投 入 した 資金 の

opportunitycosts。 長 期 財政 計 画 に十 分 な 準 備 を組 み入 れ る こ

との遅 延。 経 済 的 見 地 か らの み な らず、 第 一 に学 問 的見 地 か らの(健 康

管理 問 題 の)正 当化。 増 え 続 け て ゆ く需 要。

2.プ ライ ヴァ シー:個 人 に関 す る医学 的 情 報 が誰 の手 に入 り得 るか。 悪 用

一一24一
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の危 険 を如何 に して満 足 す べ き レベル に まで減 らし得 る・かが

5.i責 任:責 任葡ミ現 在 よbも さ らに拡 散 す るで とは ほS'確 実 で あ ろ う。 専 門

上 及 び法 律 の問題 が起 っ て くるだ ろ う。

4.動 員 能 力:新 しい シ ス テ ム に よっ て、 専 門 の人 員 の不 足 は或 る程 度 カバ

ーさ れ るか も しれ な いが、 また この シス テム のた めに 他 の面 で の 人員 の

不 足 が 出 て くるだ ろ う。 今後 起 り得 る人 員 の供 給 の不 足Cお そ ら くは過

剰 も)の 問 題 を如 何 に しで予測 し、 解 決 す るか。

5.両 立 性:'各 地 の 個 々 の システ ム は 地方 的 な もの に生 長 し、 時 に は国家 的

な ネ ッ トワーク に発 達 す る ことが 期待 さ れ る。 目的 に 多様性 が あ る こ と

には い くつか の利点 が あるか も しれ ない。 将来 、 両立 の 問 題 は ハ ー ドウ

ェ ア、 ソブ トウェ ア、 類 別 法、 記 録法 等 に関 して非常 に むつ か し く在 る

可 能性 が あ る。

6,tt不 一 致 に よる衝 突:三 おそ ら く長 び くで あろ う過渡 期の 間 に は、 社 会 の地

域 に よ"iiて、 他 の地 域 よ1りも非 常 に早 く、 新 しい技術 に よる利 益(あ ゐ

い は 不利 益)を 受 け る と ころが 出 て くるだ ろ う。 ∴

Z柔 軟 性:決 定 をす る際 には、 将 来 経験 を積 ん だ時 の 適 応 の た め に、 充 分

な 選 択 の 自由 を残 して お か なけ れ ば な らな い。 そ うす る た め には ど うし

た ら よい か、 ま た、trade-offwithcostは 偶 力・。 い ずれ の 方 向

にお い て も、 健 康 管 理 シス テ ムの 計 画 におけ る移 り変 りの度 合 い と情 報

'工 学 の整 備 との間 に は どの よ うな 関連 が あるか
。

9運 送 業 者 の 問題:私 立9た は公 立 の 運 送業 者 。 競争。 統 制 の度 合 い。 価

格 づ け。;

9.研 究:計 画 の段 階 で、 最 も重 要 な不 明 の点 を取 り除 くた め に、 現行 の も

1
の で も将来 の もの で も、 どの よ うな研 究 が最 優 先 され ね ば な'ら左 礒か 。

10.'統 一 に お け る危険:新 しい シス デ ム に依 存 す る よう'にだ 夢 た時 べ 職 務 不

履 行 が起 きた場 合 の 重大 な危 険 とほ何 か。 例 えば 送電事 故 、 専 門 職員 の

ズ トライ キ等 。 不 履 行防 止 の た め の機 構 の立 案 、及 び そ の 費用 。

-25一
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国 際機 関政 策 問題 、.'、

情 報 の伝 播:現 在 ゆき わた っ てい る シ ステ ム。 試 験 的計 画 。そ の他 の研

究。:'・ ∵

標準 化:デ ー タ要 素 。 ハ ー ドウェ ア。 ソ フ トウエ ア。

国 際 災 害救 助 の 役 割:洪 水 、 地 震、 戦 争等 の被 害 の救 助 に当 るた め、資

金 を合 わせ る。 電 話 連絡.の果す 役 割 は何 か。、

国 際 的 研究 の役 割:非 常 に金 の かSる 研 究、'も・し ぐはい くつ かOi文 化 に

ま た がっ た研 究 に対 して提供 す るた め の共 同 資金 。 深 刻 な ギ ャ ップの 確

認 。、 ・

苫

ム

.新 技 術 の有 効 さ に つ いて の結 論 を、 新 しい技 術 の 試 験 的 な設 置 を基 盤 とし

て引 き出 す こと につ い て は、 非 常 に重 要 な方法 論 的 問 題 が あ る。 評 価 は あ ま り

に も しば しば 設 置 者 の手 に委 ね られ、'設置 者 は と云 え ば 、 遂 行途 上 直面 す るあ

らゆ る 困 難 に打 ち勝 つ た めに は、 そ の シス テ ム に対 し高度 に忠実 を守 らなけれ

ば な らない か らで ある。

この 計 画 され た シス テ ムが 広 く普 及 した場合 に起 り得 る結 果は 、 設 備の 地

方 分 散 の 増 加 で あ る と同時 に、 多 額 の資 本 の 点か ら見 る と、 財政 管理 の 中央集

中の 強化 で ある、 と考 え る者 もあっ た。

組 織 に関 す る主 要 な問題 は、 シ ステ ム を計 画 し、設 置 し、 維 持 してゆ くべ

く養 成 され た人 員 が 不足 して い る こ と、 及 び、 そ れ らを使 うべ きあ らゆ る タイ

プの 医学 的 職 員 を養 成 す る必 要 が非 常 に大 で あ る こ と、 で あ る と確 認 された。

これ は確 か に現実 に あ る束縛 を実 証 して い る よ うで ある。

責 任 者 達は 、 現 行 の プ ロセ ス を機 械化 した リス ビー ドア ップ した りす るた

め に情報 処 理技 術 を使 うとい う、 あの余 りに もよ くあ る術 策 に陥 らな い ことが

望 ま れ た。 に もかXわ らず、 重要 問題 がす で に機 構 の 中 の人 々の 変化 へ の抵抗

一 つ ま り、・地域 の健 康 管理 シス テ ムに組 み込 まれ る種 々の機 関(及 び種 々の

一26一
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職 業)の 数 に よっ て加重 され る か も しれ ない一 要 素 一 であ る場 合 は、 これ を

避 け る ことに よっ て、 なお一 層 機 構 上 の変 化 が要 求 され る よ う!に膓 るだ ろ う。

も う一 つの 問 題 は、 新 しい シ ステ ムの 有効 さ につ い て、 高 す ぎる もの で あ

れ低 す ぎ る もの で あれ、 非 現実 的 な期 待 を抱 ぐこ とが、 現実 に非三常 年危 険 で あ

る点 だ と=考え られ た。 、これ に関 連 して、 政治 家 達 がそ の 素晴 ら しい力 を過 大 評

価 す る危険 もあ った..・

社会 的 領域 で は、 人 と人 とが 差 し向 い で行 っ.てい た接触 が 今 後 ま.すます電

話 連絡 に取 って代 られ るた めに 起 り得 る人 間 性 の喪 失 とそ の影 響 が一 般 に知 ら

れ て い な い ζ とが懸 念 され た。 この こ とは、 医学 的機 構 の 中 に 居 る入 間 と同様

患者 の側 で の変 化 へ の抵 抗 を伴 うこ とが あ るか も しれ な い し、 あ るい は ない か

もしれ ない。

もし行政的価値がそ ちらの方向に傾 いてゆ くのであれば、 電話連絡(基 本

的には善意の電話).は 一人暮 らしの老人 や身障者 の問題 を軽減す るために使 わ

れ得 ることが指摘 された。 その よ うな機会 を無視す る ことが行政的 な問題 を構

成す るか ど うかについて意見 の相異 があった。

)

極 めて重大 な法律上 の問題がい くつか確 認され た。第 一 に、現在では よ、く

知 ら豹て いるプ ライ ヴァ シー及 び情報 を知る権利の問題 である。 その解決法 は

ある面は法的、 ある面 は技術的で あろ う(例 えば署名証明 の一連の手続 き等)。

二 番 目の問 題 、 責 任 の拡 散 の 問題 につ いて、 興 味 ある推 論 が集 中 した。 例

えば 、 コ ン ピュ 一 夕ニ が ます ます 多 く使 われ 、 ある い は、 一 層 高度 の 訓 練 を受

け た入 間 の 指示 の も とに医学 的補 助 物 が働 くよ うに な る と、 彼 らは閉 回線 テ レ

ビジ ョンに よっ て誰 につ な が れ る ことに な るの か。 も し も手 術 で誤 っ て悪 くな

一2?一



い方 の 脚 を切 断 され だーと して も、 コ ン ピュ ー ター を相 手 どっ て訴 え 出 るわけ に

はCお そ ら ぐは)1い か な い だ ろ う。 また、 患 者 記録 シス テ ムに お け るデ ー タ め

正確 さ を確保 す るた めの責 任 の配 分 とい う問 題 も起 って くる。

オ

法 的 な問題 が起 り得 るそ の他 の領 域 には二 つ の要 素 が ある。 ひ とつ は労 働

関 係 の 分野 に関 す る もの で あ る。 電話 連 絡 の ス・トライ キ'とい う衝 突。 コ ン ピュ

ー ター を操 作 す る職 員 は、 高 度 に情 報 自動 管理 化 され た医 療 シス テ ムに、 恐 ろ

し く重大 な責 任 を持 つ こ とにな る だろ う。 も うひ とつ は、 ケ ー ブル(各 家庭 へ

の)が 、 他 の種 々 の用 途 と同 様 、 医療 上 に使 用 され た場 合 の妨 害 等 の問題。

ぷ

シス テ ムがま す まず 相 互 に依 存 す る よ うに な るか ら、慎 重 に設 計 され た ミ

ス の ない 機械 装 置 で も、 大 きな災 害 を引 き起 さぬ た め には さ らに開発 す る必 要

の ある ことが指 摘 され た 際、 一 例 と して 、約 三 年 前 合衆 国東 海 岸送 電 ヅ ス テ ム

に起 っ た連鎖 反 応 が 取 り上 げ られ た。

以上 の よ うに、 計 画 上 の 問題 を種 々論 議 して きた(例 えばC社 会 の地 域 別

に よ る優先 の問題 等)'。 盲信 的 な あ るい は利 害 のか らん だ 入物 の就 任 を防が ね

ば な らぬ こ とが指摘 さ れた 。例 え ば 関 係者 の 一 人 は次 の よウ に主 張 してい る。

即 ち、 病 院 に来 てい る患者の多くは前K来 た時 の 誤診 を正 して 貰 うた め に来 てい る

の で あ る、 と。 予 防 医学 が健 康 増 進 に果 してい る役 割 につ い て何 ら疑 問 をさ し

は ざむ ご とな.しに、 情 報 処 理 技 術 を、 たN'』それ が予 防 医学 に寄与'し得 る とい う

観 点 か らだけ正 当 化』す る こ とは適 当 でぱ ないだ ろ う。 現 在 もあ りまた将 来 に も

予 期 され る計 画 上 の諸 問題 に'と っ ては、 非 常 に高 度 の研 究 とそ の 広 報 とが必 要

で あ る こ とが感 じられた。 今 後進 歩 が あ り得 るか ど うか は さ て お き、 医 師 が診

断 を下 す 際、 どの よ うな情 報 を、 どの よ うな方 法 で用 い るか とい うた 貰そ れ だ

け の一1ことにつ い て、 現 在 我 々が 知 っ て い ない とい うことは's非 常 に重 大 な意 味

を持・づ一て い る。 ・・バ

{
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国 際的 な健 康管 理 サ ー ヴ ィス(医 療社 会化 制度)が あろ う と無 か ろ うと、

上 記 の よ うな問題 は起 っ て く るで あ ろ うが、 そ れ らの 問題 の本 質、 問 題 解 決 の

容 易 さ、 及 び解 決 の タ イプ は、 おそ ら くこの 区別 に依 存す る ことが 多大 で あ ろ

う。
τ
〉

↓も
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第4:分 科 会 《 ・・▽

t'教 育 におけ る ポテ ン シ ャルの 主要 な応用 範 囲

一 コ ン ピュ ー ター及 び テ レコ ミュニ ケ ーシ ョン(電 話 回線)シ ス テ ムの導

入 は,経 済 的及 び技 術 的 問題 が 漸 次解 決 さ れ るにっ れ て,♪進化 論 的 に起

きて くる で あろ う'。百従 って,有 効 左管理 を促進 す るた めの マ ネ ジ メン

トとプ ラニン グ の利 用が まず 取 り上げ られ た。 ,…

一以 下 の もの を含 む コ ン ピュー ター利用 の学 習:

一一問 題 解 決;' 、'e:・'

一 ブ ラ ン チ ン グ を 含 む ド リル や 練 習 の 機 械 的 操 作
,テ ス ト,及 び 学 生 の

成 績 保 管;

一個入個人の必 要に合わせ るため
,及 び決 め られた教育上 の 目的 に対 し

て学生の能力をテス トす るために組まれ た相互的対話 と個人的 指導;

一 コン ピューターに基 くシステムが,学 生 の要求 に応 じ,ま た用意され

た情報を 自由に利用させ る相互 問答方式。

一決定能力,及 び ,個 人的意見か らの理論的演練 を促すための シ ミュ レ

ーシ ョン及びモデ リング.～ 卜 、

一進 学 コ ース,ガ イ ダ ンス 資料 ,就 職 口,奨 学 資 金等 に関 す る情 報 を持 っ

た図書 館や他 の デ ー タバ ンクか らの オ ン ライン の相互 的 左 情 報 検 索。

一■;83-一



'資 料 提 供 サ ー ヴ ィス は ,教 育 施設 の 主要 な要 素 で な け れば な らず,ま た

そ の よ うな もの と して コン ピュー ター シス テ ム の概 念 に含 ま れて いなけ

ればな ら施.主 要脳 髄 の間に ・ン ピュ一夕ーによる連絡が行 なわ

れ る よ うに た るだ ろ う。

'

一成人が家庭 にお いて,あ るいは各 々の都合 の良い時間に教育施設 にお い

て,'教 育を受け続け ることが出来 るよ うにす るため,学 習方法 を時間的

空間的に拡張す ること。 囚人の社会復帰訓練や,病 院,特 別養護施設 あ

るいは家庭 に在 る病人や身障者の ためのスクー リングは,重 要左社会的

経済的 メ リッ トとしての 目標で ある。 一＼ 』ltt－

」

一 コ ン ピ ュー タ ーに基 い た特別 施 設 は この他,例 えば コン ビ〔 一夕ー作 曲

、の音 楽,ア ニ メー シ ョン,コ ン ピュー ター に よるデ ザ イ ン,立 体 グ ラフ

、"汁 観 ク,・美術 制 作 等 の領 域 で,人 間 の指導 能 力 を伸 ばす 種 ・々 の創造 的 活

動 を行 法 うこ とが 出来 る。

一教 育 的 目的 の た め の資料 の ネ ッ トワ片一クは,特 別施 設 とプ ロ グラムの 共

、、同利 用が 可能 で あ る こ とを示 してい るら 亡れ を適 用 す るに当 って は,国

際 的 に認 め られ て い る諸 基準 が 非常 に重 要 で あ る⇔

一学 科 の 準 備,編 集,校 訂 には,電 子 表示 と蓄 積能 力,及 び聴 視覚 教 材 中

に電 子 的 に キ イ ・イ ンす る能 力が 大 い に 役立 つ'。電子 コ ピーか ら直接 出

版 でぎ る.畿 とは,も う一 つの 重要 左特 徴 で あ る。.':そ拠 に よ って,医 大 左

書物 を動か す こ とな く,遠 隔操 作 に よ る印刷が 可 能 匠 茂 る。
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2.主 力 制約 と問 題

⑯

∀

2.1技 術 的 問 題
S

－学 生用 の端 末 装置 が しか るべ き安 価 で入 手 し得 るか とい うこ と。 そ の こ

・ とが,学 生 と機 械 の ゴ ミュニ ケィ シ ョンを容 易 にす るの に役立 つ 。 品質

1…7"・fあ水準 は:、必要 に合 わせ て選 択 で きる よ うにす べ きであ る
。普 及 を促 す

た め に受 け 入 れ 易 い基 準 を取 り入 れ るべ き ことが 指適 さ れた 。

一以下の ものの基準:

一必要左高度の準備ど評価 と修正 を保障す るための カリキュラムの交換

を魔大在数 の学生に行在う ための著述用語.

一端末 装置 の 巾 広い 多様 さ を学 生 と教 師 が 要 求 に応 じて利 用 で きる よ う

にす るた めめ,二 面 性 の あ るコ ミュ ニケ イ シ ョシ。

1、㌻吾

一デLタ ゐ 記録;符 号 ,様 式 及 び内容 の適 当 な基 準,記 録 と統 計的 分橋

脚誤 りの防止,誤 りの訂 正 ,デ ー タの再 伝 送。

ほ

e

－当 て に な ら左 い.変 更 で き左 い ,あ るい は金 の か 〉るデ 三 夕の伝 送 施

設。 ブ ロー ド ・バ ン ドのデ ー タネ ッ トワ ークが 広 く利 用 ぎれ る よ うに

なれば この問 題 は 軽減 され るだ ろ う。

一コ ン ピュータ ー利用 の 学 習施 設 に よ って ,一 般 に使わ れ て 偽 る教 材 の

集大 成が 行 な え るに ちが い 左い。＼:'τ ∫轡 へ`バ

ー35二



一現 在,開 発 へ の努 力 が 分裂 して い るため,そ うい うシス テム の 普及が 遅

れ る恐 れが あ る。 購 入者 は,設 置 に要 す る費用 を認 め る以 上 は,す たれた

場合 の こ と,及 び カ リキ ュ ラムの有 効 さ につ いて 確か 左保 障 を求 め る だ

ろ う。

5.総 合 的 コ ン ピ ュ ー タ ー ・ コ ミ ュ ニ ケ イ シ ョ ン シ ス テ ム の 教 育 に お け る 利 用 4

についての主左関連問題

5.1経 済 関係

一これ らの システ ムを開発す るには莫大 な資本投下が必要 である
。財政

的 には利用者が 支えねば左 ら左い のであるか ら,開 発 は進化論的で あ

り,正 しい評価 に左右 される。

一学校 レベ ルで は ,教 師 を復 職 させ る こ と左 く,シ ス テ ムに加 え られ た

能 力が 強 化 さ れ るの で あ るか ら,費 用 の検 約 は,教 育 施設 利 用 にお け

る有 効性 と"就 学 年 数 を短 少 し.な お・かつ よ り優 秀 左卒 業生 を出 す こ と

に よ って生 み 出 さ ねば な らな い。

一有効 か つ コ ン ピュー ター の発 揮 し得 る能 力 を十 分 に引 き出 す ため の,

システムの適当を大 きさを考えねばな ら左い。不充分左能力 で利 用者

や納税 者 を幻 滅 させ る こ とは避 け ね ば な ら老 い。

一効果 的 左労 働者 の再 訓練
,及 び 囚人 や 身 障 者 あるい は学 習 困難 な者 の

リハ ビ リ、テ ィ、シ ョンに よ って,社 会 的 利益 は 別 に して も,実 質 的 左経

済的 利益 が す ぐに得 られ るだ ろ う。 1"1、'、1ぶ.t'L・i

-36一



一必 要 とされ る 時 ,必 要 な場 所 にお いて教 育が 行thわれxぱ,,,殊 に 通常 家

庭 に在 る労 働 力 の有 資格 化 をすみ やか に強化 す る こ とが で き る。 これ

に よbCt-NPは 増加 し,人 的 資 源の〔[り良 ら利 用が 可 能 に茂 る だろ う。

'4

レ

一学 習 に コ ン ピ ュー ターを利 用す る結果 と して,値 上 りの現 在 率 が ゆ る

や か に 左 り,損 失 が 防 が れ るよ うにな るべ きで あ る。

5.2組 織 関係

`
バ

ー コン ピュー タ ーに よ る個 々の指 導 には,基 本 とな る学 科 内容 の 組織 的

な優 れ た著述 が 必要 で あ るが,同 時 にそ れ は.各 現 場 の教 師 に よ って

容 易 に改 変 さ れ得 る もの で 左け れば な らない。 伝 統的 な階 級組 織 は く

つが え さ れ るか も しれ な いが,授 業 は早晩 さ らに専 問 的 にな るだ ろ う
。

一 シス テ ム を通 して学 生 は今 よ り早 く進歩 を遂 げ 得 る に ちが
い ない.コ

ン ピュー ター社 会 に於 け る今 よ り早 い定年 に合 わせ て
,卒 業年 令が 引

き下 げ られ るか も しれ ない 。

一生 産費
,利 用 者 負 担,教 材 の販 売 へ の助成 金等 ,国 内 問 題,及 び 国 際

問題 と して,研 究 が 必 要 で ある。

日}・・t'i':'1

一原 著 者及 び 教師 レベ ル での充 分 な シ
ステ ム利用 を確実 に行方うには

,殊

に利 用 訓 練 の プ ・グ ラムが 糎 で ある
.治 テ ムの 能 力 だ よ って革

新 的 左利 用 が促 され ねば 左 らな い。

一3?一



91'・:5一 注 会 関 係 ・・恒:t.1.L.:・ ズ ・1・芯 い ぼ ㌧

,・ … 巳1'一 ㍉ 二 ・∵ 、',・ べ',・ ・.lt/lt""'竃;{

譲 葉惑 議 蕎 猷 への1戸 ピリテ拶 ・ン(始 祖酬 ㈱.

厄二家庭 にある聴取者 をオ シラィシ左教 育 と情報検 索 とに引 き入れ ること

は広 く社会的関註 持つ こと織 るだうが 娯楽 と教育的機能 とは分

け られ るだ ろ う。

一コン ピューターを利用 した学 習施設は,子 供連へ知識の流れの新 しい

・'べ 』方向 を加 え る
こ とた在るだち う。最 も適当な表崇 め量 にづいては研究

の 必 要 が あ る 。t't'"t'{・ri"1・'Lご'""

:;"1・.・1'・1/t:い.

一 学 校,デ ー タ バ ン ク,'図 書 館 等,s公 的 左 施 設 は ご あ ら ゆ る 年 令 層 が 好

き 宏 時 に 利 用 で き る よ う に す べ き で あ る 。

・'乏'・, 、'・ ・、、い 〆 べ・∴ 一・ ・

㍉〇 一外 国 と の 教 育 的 及 び 文 化 的 交 換 。'、'し 一 一 ・

一 都 市 間 の 多 数 の 学 校 を 退 学 し て ゆ く 機 能 的 に 無 教 育 な 学 生 の 数 を 減 ら

..、す こ と 。 一"、',1,'.Jl.・J

5.4法 律 関 係
'・'・(ヨi:{1:r・

、 慣 子的鰯 は容易K麟 線を蹴 る恐抱 ミあるの聡 データ幽 する

個人の権利 とデータの秘密を守 るため万 倫理的 な利用 に関する立法措

置 に頼 らねばな ら左い。 ま とま ったデ ータの中に放 り込 む ことが必要

に在るか もしれない.

一38一
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'

,、
●

で教 育 の た めの チこヤンネ ル の利 用,殊 に ケ]ブ ル テ レビジ ョン とサ テ ラ『

・ イ トサ ー ビス に関 す る立 法措 置 。、∴ 、・"・'、 一:

一 多国 間 の相互 的連 結 が 生 じる場 合 の 国際 的立 法 措置 。

↓

5'51.国 際 関 係 、1

一最 も自由 ,か つ 可能 な限 り最 少 の コ ス トに よるデ ー タ ・チ ャンネル⑳

国 際的 利 用 には研究 と合 意 が必 要 で あ る。

一国 際 的 に計 画 され る共 同 研究 ,国 際基 準,カ リキ ュ ラムの交換 が 必 要'

'で あ る。,_

一国 際的 左 カ リキュ ラム教材 の交 換 に よ る文 化的 効果
。

一互換 性 が得 られ 左 い場 合 は情 報 交換 言語 が 望 ま れ るぷ

勧 告

・ ・' .い ・ ・'

t図 書 館 や デ ー タバ ンクが,コ ン ビ=一 夕 ー利 用 の学 習 シス テム の主 要 左部

分 で あ る と分科 会 で 意見が 一 致 した限 りに於 いて,教 育 面 での シス テ ムの 利 用

.者 は,コ ン ビ」c占ターヂ 電 話 回 線 に よる情報 サ 占 ヴ ィス を伸 ば す た め に・・;国 際 「

的 に如何 左 る努 力 を払 う場 合 に も,細 部 に わ た った配 慮 を受 け る こ とを勧 告 す

る。

2.マ ー ケ ッ トが 小 さい場合,コ ン ピュ ー タ ー利用 の学 習の 中 で最 も費 用 のか

Sる 要 素 は,優 れた 教科 課程 の製 作 と,そ の後 の 品質 の向上 で あ る との 意 見 のtt

-89一



一ミ致 を見 た。・従 って,カ ・リキ ュ ラ漬 教 材 を交 換Uま た維 持 す るため に,08CD

が 単 一 の 国際 機 関,あ るい は一 つ の接 点 を助 成 す'る ことを勧告 す るり 国 際的 協

力が 促 進 さ れ るべ きで あ る、

5.国 内 で,あ る いは 国際的 に カ リキ ュ ラムの 交換 を行な うには,コ ン ビ=一 夕

ー分野 に通わ しい最 低基 準 を制定 す る必 要が あ る。従 って,こ れ らめ基準 が.

必 要 な標 準化 の範 囲 と程 度 を決 め るた めの分 科 会 の研 究 の主題 を なす こ とを勧

告 す る。'ご‥'・ 三 へ

優先

1.ポ テ ン シ ャル に 関す る知 識 を持 たせ るた めの 教 師 の訓 練,及 び持 続 的左 教

師 の質 的 向上 。

2.医 師,建 築 家,コ ン ピュ ーター科 学,身 障 者 の訓 練 等,実 質 的 効果 が 直

接 もた らされ る特 別 な分野 の 教 育 を行 在 う コン ピ ュ ーター ・ジズ テ ム。←〕

'

5.大 学 レ ベ ル の 能 力 が,学 校 体 系 を 通 じ て 次 第 に 下 の 方 へ 及 ん で 来 る の で,

学 生 は 進 歩 に つ れ て 接 触 を癸 う こ と は 老 い 。 ・ ・'^・ 二1・;「

4… 身 障 者 の 就 学 前 テ ス トの 強 化 及 び コ ン ・ピa]タ}シ ス テ ム に よ る 治 療 訓 練

施 設 の 用 意 。1.・t・tt』^,・,一'

5.サ ボ 学 生 を 減 ら す た め の ガ イ ダ ン ス 及 び カ ウ ン セ リ ン グ の 設 備 。

・・ 、;一'::・;"で; tt"・ 一 ・'∵,,、'一',t:;"
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第5分 科会

、・

A.サ 「 ヴ ィ ス 機 関 の 定 義

サ ー ヴ ィ ス 機 関 に は5つ の 型 が あ る 。

㈲ 情 報 処 理 を 種 々 の 形,例 え ば,バ ッ チ 方 式,リ ァ ル テ ユ ー ン,タ イ ム

シ ェ ア リ ン グ,ロ ー コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ タ イ ム,必 要 な ハ ー ド ウ ェ ア,

及 び や .フェ ラル,(端 末)等 の形 で提供 す る サー ∀,ス 機 関。

㈹ 利用 技術 の援 助 と管 理 シス テ ムの 開 発,及 び特 殊利用 者 向 け の プ ログ

ラ ムパ ッ ケー ジ等 ・ ソフ、トウエ アサ ー ヴ ィス を提供す るサー ヴ ィス機

関。

{C)ソ フ トウ ェ ア と情報 処 理 サ・・一・ヴィ ス の両 方 を提供 す る サー ウィ ス機 関

〔(a)と(b)の 混合 〕

この セ ミナー の 目的 に沿 っ て,(a .)が 特 に強 調 さ れた。

'

さ

B.質 問 に つhて の 討 議

O.E.C.D.文 書DAS/SPR/72 .40に 照1ら じ て1,樗,・

1.集 積 電 算 機6適 用(伝 達 シ ス テ ム 〉 ゾ・

(a)現 在 の 適用 の範 囲 織 ・'

一分 担 さ れ た情 報 の可 能性
、 、く

一分 担 され た資金 の可 能性
.例 え ば,ハ ー ドウ ェア)nソ フ トウェ ア。

一全 国的 な コ ミュ ニ ケ ー シ ョンサ ー ヴ ィス と情 報処 理 シス テム 。

一情 報 処 理 の低 コス トに よる・・融 通性 の ある利 用 一

一43・ 一



一 多種 類 のEDPサ ー ブィ ス の中 か ら利 用者 の問題 に照 ぢ じそ選択 す

る こ と。

一商業 や技術 等 の領 域 で の ,標 準 化 され だ プ ログ ダム パ ッケー ジの 有

効 性 。 ば て ば ・"イ

ー情 報 と検索 シス テ ムの有効 性
。

㈲ 将来 の適 用 の展 望

一集 積 さ れ た形 で のソ フ トウ ェ アパ ッケー ジ と伝達 シス テ ム

ーEDPサ ー ヴィス の質

－EDPザ ーヴ ィ スの 完 全さ バ ご

'一二大量 情報 蓄積可 能 左大 規 模 な ゴン ピ
ュ一 夕ー容 量 に対 す る分割 払 い

一政 府 のEDPサ ー ヴィス の活 動 ,公 立機 関対私 立機 関 』

一 伝達 線 の よ り高 い搬 送 率 一利 用 者 の応 用 に対 して の段階 的 ネ ッ トワ

ー`クパ ー'… ご``

一上 記 の集積 ソフ トウェ ァパ ッケー㌻ の改善

一一最 高 の伝達 シス テ ム の構 成 。`'1'""

2.制 約 と問題'

2.1技 術 的 問題 』 ・)'t't・'/'・"Ll・ ・

一現 在 の 大規 模 な コン ピュー ター の信 愚性 の なさ,多 重 プ ログ ラ ミン

グ(一 括 処 理及 び対 話 処 理)に おけ る ゴン ピュー ター の操 作 ＼

端 末装 置'↓'一

ソ フ トウェ アイ ン ター フェ イス 伝達 方法 パ'

∴ の標 準 化 が勧 告 され て い るが 実 行 は されて いな い。 標準 化 は協 力 の

欠 除 と見 塗 され るか も しれ ない δ

一故 障 に対 す る安 全 対 策 。 ソフ トウ ェ アの問題 で あ る と同 時 に八日 ド

ー4itS・ 一

■



ウェ ア の問題 で もあ る。 伝 送線 の安 全 対策 に は問題 はな い。

一 自動 ダ イ アル と応 答

一押 ボ タン電 話

2.2社 会的 問題

一プ ラ イ ヴァ シー の 問題 は ,EDPに お い て一般 的 な問題 で あ る。 違犯

を防 ぐため に は 種 々の管 理が可 能 だろ う。

㈲ ハー ドウ ェ アの管 理

倒 ソ フ トウェ アの 管 理

(C)組 織 の管 理

2.3政 治 的問 題

一 デ ー タネ ッ トワー クに於 け る伝達 のた め の デ ー タ交 換 の際 のPTTの

規制

(例)コ ンセ ン トレー ターに於け る禁止

時分制 マルチプレクシング(多 重同時処理)の 許可

一工場用地 に関す る特 別法

－PTT管 理 と中央政 府の計画の間の調整

－PTTの 関税政策

一一45一



'

,〆

ン

ー
,

●



会科分6第

■

・

亀

∀

へ

、

き



診

イ
分

掌

ノ

●

ヴ

・

・



y

写

φ

第6分 科会

分 科 会 の総 ま と め

工Dサ ー ヴ ィスの 応 用分野 に つ い て討議 した際,DAS/SPR/72,
t]

58に おい て 主張 さ れ た 見方 とは別 の い くつか の見方 が優 位 を 占めて お り考 慮

され る必 要 の ある こ とが 解 った。 想 定さ れ るN次 元 空 間か ら,二 つ の三 次 元 グ

ラフに よって,工/Dサ ー ヴ ィス に関 す る六 つ の興 味 あ る見方 が 表 わ され る こ

とが 明 らか に され た。

工/Dサ ー ヴ ィス分 野 に於 いて現 在行 われ て い る コン ピュー タ ー通 信 回

線 網 の主 な応 用 は次 の通 りで ある とさ れ た。

(1>書 誌 的 また は 参考 資料(抄 録)の 検 索 網。

(2)数 値 デ ー タ及 び 分析 シス テム網。

(3)シ ミュ レー シ ョン及び モ デ リングシ ステ ム。'

将 来 可 能 な シス テムが 確認 され た。

ω 電 子 的 全文 発送 シ ステ ム(ア ナ ロ グ)。

(2}言 葉 に よる入 出力 の変 換(利 用 し易 い)。

(3)選 択 的 生成 物 デ ー タの広 報 シ ステ ム。

(4)集 積 され た研 究 資料 保 存所 の 参 考資 料検 索 網 。

㈲ フ ァイ リン グ及 び検 索(M工S)の 個人 及び 組織 の シス テム。

この分 科 会 に よれ ば,上 記 の文 章 の 中 で.工/Dサ ー ヴ ィス分野 に 於 い

て可 能性 を持 つ応 用 は いずれ も,次 の よ うな全体 的 目的 に 照 ら して考 慮 さ るべ

きで あ る。 即 ち,-'

も

(1)知 識 を 自由に 使え る よ うに して ある こ と。

この場 合,「 自 由」 とい う言葉 は,必 ず しも(1)無 料 で あ る,と か,(2)著

作 権 あ る いは版 権 請 求 が無 い,と か,(3)誰 に 対 して も 自由で あ る,と か,(4泊

由に 開発 した り利 用 して も よい,等 とい うこ とを意 味 してい るの で は ない。
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第1図

価値(社 会的,個 人的価値)

択 一性,

↑
モ ア ル 占

工夫し得る効果

非可逆性

不可避性

1

電話

(オ フライン)

通信回線で

結ばれた都市

回線 通 信

(オ ンライン)

コ ン ピ ュー タ ーの強 さ

/

膓 ミユニケーシ ヨンの連繋 と墾 ・

/

商 業

一〉

技 術

釦
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第2図

知識程度

↑
総合

特殊性

専門化

予測

//

〉
計画

〆
/。

S&T¢ 歴 史ぽ

SD工

○ ・1開 始'

工業単位

一51一

政府全体'結 合

一ーーー

工業管理
,思 考



この点 に照 らして,い くつ かの 二義 的 目的 が明 らか に され た
。

L1

ち2

1,5

1,4

(2)

更 に時 を得た作業

更に都合の良い作業

更に徹底的 な収録範囲

更に高い選択性

個人の,あ るいは組織 の秘密情報

や,国 家安全のための対策 を備える 工/])サ ーヴィス分野に於いて
,目 的を確

かめるべ き責任 を政府 が感 じているか ど うか確かめ ること
。

φ

専 門事項

分科会で,上 記の応用に関する制約は,技 術的な見地か らは何 ら見 出さ

れ なか った。現行の・ あるいは開発途上に ある,デ ジタル及び アナログ エ/O

のためのハー ドウェア及び情報処理方法 は,生 産者や構造 とは無関係 に,そ れ

に最 も適当な ソフ トウェア と結びつ くこ とが出来 る
。

量的な問題について云えば,分 科会は現在使われ ている1/Dサ_ビ ス

網は,

200-300テ レタイ プ端 末装 置 及 び

100-200CRT端 末装 置

(こ れ は,100,000-2 ,000,000タ ー ミナ ル ア ワー-va相 当 す る)か ら

成 り立 っ てい る と想 定 した.し か し,将 来 の ため 酬 挿 法 を行 うこ とは醐 で

な い と思 われ た。 何 故 な ら,技 術 力,殊 に微 少 化 とい うことを考 え る時,大 ざ

ぱ な想 定はまるで当て に な らな いか らで あ る。 そ の代 りに 分科 会 で は,向 う15

年間 の 端 末 装置 の数 を活 動す る科 学者 ,技 術 者 の よ うな人 。に 離 づ け,あ

るい は現 在 行 われ て い る電 話 ,地 域社 会 の機 能.及 び 地 域 活動 等 の数 に 関 連づ

け よ う と した。 工/Dサ ー ビス網 に公 開 され て い る回 線 の通 話 量 は
,現 在 わず

か20%と 概 算 され る。 しか しこの 量は 増 加 が期 待 さ れ て い る
。 この 目的に使

一52一
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われ るダ イ ヤル 式 回線 につ い て討議 した 結果 ,分 科 会 と して は,(1)失 敗 率 が高

いた め・ST工 情 報 の伝 達 を信 頼 で きな い
,(2}大 低 の 場合,ダ イヤル式 回線 の

時 間当 りの コス トは・ 既 に β ・-1・ ・時 間 の利 用 を 越 えた 場合 の既 設 公os回

線 の コス トよ りも遙 か に有 利 と思 われ る。

J重 墜

!は 殆 ど全部,経 済的 な もので あ る こ とが判 った。即 ち,現 在のPTT

料金の支払 い方式及び'エ/Dサ ー ビス繊 に謝 るP質 料金支払靖 式 を

持 った直接取 り立ての費 用,特 に長距離の場合 の費用は
,現 金取引 を無意味 な

ものにまで追 いや った とい う点で剋 目口 直する ものである
.し かし勧 ・ら,経 費

の節約にな ることは肪 かで あ り,沢 権 費の.堺 と自動化に・よる単価の逓減 と

を考慮 して も,時 が経 つにつれて後者 の方が優勢 にな る
。'it

超一壁上z)制 約は,ま ず第一 に現在の研究 習慣及び国家的な1'

inf「ust・U・tureとV・ ・b点 で
・図書館員 の敵 見受け られた、国撒 構の 中

で名声 を得たい とい 働 機 が・ この分野臨 け る正 しいネ 。 ト。一クの鍵 を

妨げている ことす ら認 め られた。

社会的制約壁 墜 塑 は徹 面にあることカ・判り汀 未来の昧 」的

翻 象を柔 らげるため市 報の利用を促力・すよ う議 働 雄 会の踊 を生み

出 してゆ く必要があるように思われた。

法律的鞠 はぱ 作権・版勧 噸 を除け ば
,殆,ど が安 全を守 るプライ・'

バ シ
、[及び 国 家安 全 の問 題 で ある よ うに 思 われ た。

殿 岨 連事項については・ これまで既に述 べて きたが,餓 国Fcc

の よう㌘機構の必要が感 じられ た
。
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勧 告

1.参 加国は,情 報夕知識及び情報処理の 目的を設定すべ き責任を(ピ ガニォ

ル報告 で定義 されてい るよ うに)自 国に対 し,ま た国際的に負 っていることを

認識 しなけれはな らない。 この ことは,情 報網 の 目的や発達 と社会的・経済的・

文化 的 目標 との結びつ きを意味 してい る。それはまた,こ の 目的に沿 って必要

な方法を講 じた り,代 表団 を準備 した りす る ことを含ん でいる。
〆

2.i参 加国 は,、通信衛星 を利用 した伝達 に関 して 「ガラス張 り」の政策が望 ま

しレ～ことを認識 すべ きで あり、ダまたそれを実行 に移すた め,国 際的には無論 の

こと国内的に も助 力を惜 しん ではな らないだろ う。現行のIPTT-CC工TT

政策の影響下 にある情報 の諸問題に関 して研究が必要 だ ろ う。 このこ とはま た,

多数 の 「PTT規 制 の装 置への外国製附属品 の装置⊥ に密接 な関係 を持つ であ

ろ うし,ま た,現 在のCC工TTの 実際に とって 目新 しい ものであり,そ れ だ

け媒熟 達 した報科学者 を必要 としてい る技術,方 法論,あ るい は条約原案等 の

諸事を取 り扱 う,同 一 目的を もった国際的団体 をやがては設立す るに到るだろ

う。 これ ら専門家 に よる研究の 中に は,郵 便輸送 と情報利 用及び処理のための

回線通信 とを区別す る ことは無論 のこと,通 話料や回線仲介手数料距離に関す

る料金方式 の変更 も含まれ る と思 われ る。

5.参 加 国 は,何 ら制約 の ない 国際 的 伝達 施 設 を探 し求めてきたのであるか ら,ネ

ッ,トワークにお け る情 報 を,,「 情 報 の 自由 な流 通」 を 保証 す る公益 事業 として

促 進 す べ きで あ る。 この 「自由」 とい う言 葉 の解釈 に よれ ば,料 金,著 作 権,

有 利 な利 用,法 律 上 の保 護 等 に 関 して,ま だか な りの規 制手 段が 許 さ れ るだ ろ

う。 参 加 国 で は∵社会 の あ らゆ る階 層 の人 々が〆 世 界 中の登 録 され て い る公 開

し得 る知識 を,必 要 に応 じて,タ イ ム リーに,そ して便 利 に手 に 入れ る ことが

出来 る よ うに な る だろ う。
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4.「 自由な情報 流通」の持つ全 目的をかなえるためには,各 国 で,公 益 の科

学的,技 術的,経 済的,社 会的及び教育的材料の往復伝達のために,人 工衛星

の 中にチャンネルを専有す るこ とを促進させねばな らない。地域社会や 広域社

会におけ る人 々の毎 日の危険 な状態や職能に対 して知識 の支援 を行 うよ うな,

行動的方向に ある情報 は,優 先的 に取 り扱 って もよいだろ う。

5.国 内的 に は,一 般 的 な もの は無 論,専 門 的 な情 報 セ ン タ ー,サ ー ビス単位,

及 び 分散 したサ ー ビス機 関,あ る いは 「ス テ ー シ ョン」 が 存在 す る こ とに な ろ

う。

6.参 加 国 は国 際 的 に は無論 国 内 的に も,充 分 に役立 つ豊 富 な記 載 事項 へ の一

般 の要求 に応 じるた め の,例 え ば参 考便 覧,リ レース イ ッチ,ロ ケイターフ ァ イ

ルの よ うな処 理施 設 を 割 り当 て また 維 持 す る こ とに 助 力す べ きで ある。

ス 議論 抜 きで直 ちに着 手 され る企 画 は,政 府 の後援 で行 われ る,情 報 生成 物

及 び ソフ トウ ェアを種 々 の方 式 の ネ ッ トワーク で処 理 され 易 い形 に 変 え るた め

の,ナ シ ョナ ルセ ン ターの 設立 で あ ろ う。

魂

a参 加国は,多 くの訓練 と一 つの方向を有する職業分野に後事 する研究者,

技術者,事 務員等の間には無論 の こと,総 合大学,単 科大学,職 業学校,理 工

科大学,図 書館学校等において,種 々の教育水準に合わせて,情 報科学 とその

諸活 動 とを広 く促進す る ことを始 めねばな らない。公けの情報の蓄積が非常 に

必要である場合はすべて,利 用 し得 るST工 施設か ら先取 りされ る情報検索 と

結びつかねば ならない。全体的 な利用が増加する方向 に向 って,両 者が互 に補

強 し合 うために,情 報科学 と伝達及び コンピューター分野 との結びつ きを促進

すぺ きである。
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第7分 科会

1.概 評

輸送 産 業 は,今 日広範 囲 に わた る電算 機 と通 信 回 線 シ ス テ ム を有 して い

る とい う点 でユニークで あ る。 そ の シス テ ムは うま く出来 てお り,事 実 上 世 界的

な規模 とな って い る。 この結 果,分 科 会 で確 認 され た新 しい 適 用 とは,現 行 の

シ ス テ ムを,経 済性 の改 善 とい う点 に最 も重 点 を置 きつつ ,拡 張 し発 展 させ る

こ とで あ った。

輸送産業の枠 内で討議された適 用の うち多 くの もと)が,実 際 には輸送産

業 の領域か らはみ出 してい ることが指摘された。

一例 を挙げれば
,税 関やパ スポー ト管理 の 自動化 を扱 うシス テムは,実

際 は管理 システ ムであ るが,旅 客 を扱 う輸送産業 システ ムとの接点 に直接影響

を及ぼすのである。

、

2.適 用

分 科 会 で は シ ス テ ムを次 の よ うな4つ の カテ ゴ リ一-va分 け た。 これ は本

質 にお いて旅 行 産 業 に 関す る適 用領域 の大 部 分 を含 む こ とに な る。

ω 旅 客 サ ー ビス シ ス テム

刊戊 貨 物 サ ー ビス シ ステ ム

(iii)運 行 管 理 システ ム

(砂 都 市 交通 管 理 シ ステ ム

表1・2・3は 各 ・・ 旅客 サ ー ビス システ ム,貨 物 サ ー ビス シ ステ ム,

運行 管 理 シス テ ムの輸 送産 業 の種 々の部 分 への適 用 を示 して い る
。 現 在 の とこ

ろ旅 客 サ ー ビス シ ス テ ムの領 域 に はサ ー ビス的要 素 を提供 す る旅 行 産 業 の範疇

に入 る ものが あ る。 旅 客 を都 合 よ く効 果 的 に扱 うた めの 上手 な サ ー ビス をす る

た め に は,旅 行 産 業 と関連 を 持 つ こ う した サー ビス を将 来一 本 化 す る必 要 の あ

る こ とが パ ネル デ ィス カ ッシ ョンで確認 さ れ た。
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旅客 サー ビスシステム とある種の運行上 のシステム と醐 には∴運転上

の問題例えば遅延等 に関 して旅客 に情報 を提供す るための接点が ある と思われ

る。

表1、

旅 客 サービスシステム

　 　

1ホ 当

l

I

人___一__.____ノ ー""}一 ＼

統 合

十 適 用 可 能 ご'.

表2

貨 物 サ ー ビ ス シ ス テ ム

ー ー一_ 一一 ーノ

統 合

祈"一 一

航空会社 旅行代理店 鉄道会豆 丁船 会 社一
予 約++++

旅行計画++++

運賃算定++ 十

出 札 十+ 十 十

改 札 十 十 十 十

航空会雅 行代理店 鉄道会社 礪 会 社 ホ テ ル
一『'

」

L____L
i
l

十 十

能可用遺手
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表5

運 行 管理 シ ズテ ム

β

運行予定作成及び確

乗務員予定作成

貨物計画

貨物 目録

途 中のモニター及び

1

空会社 鉄道会社

〉

船 会 社

十 十 十

十 十
、

十 十
;

十

十 十 十

+○ 工 午○

↓ 七 ↓

非 統 ・合

○ 人工衛星

1

直

旅 客 サ ー ビス シス テ ムは,必 ず しも巨大 な超 能 力電算 機 の合成 体 と して

1で は な く
,適 当 な情 報流 通 と情 報 処理 法 とを備 え,な おかつ空 路 や鉄 路 とい っ

た 運行 上 の原則 は保 つ よ うに現在 及び 未 来 の機能 を 慎 重 に統 一 した もの と して

考 え られ た。 この よ うな シス テ ムの 主 な利 点 は,資 金 を最上 に運 用 し得 る こ と,

退 き得 る ゆ と りが あ るため確 実性 が増 す こ と,標 準 化 に向 うこ と,そ して これ

が 大 切 な こ とで あ るが,旅 客 が よ り快 適 に旅行 で き る こ とで あ る。 旅 客 サ ー ビ

ス シス テ ムの下部 に あ るい くつ か の細 か い シ ステ ムは現在 ま だ充 分 に定義 さ れ

て い な い。 現 在輸 送産 業 の中 に,改 札,運 賃 算 定 ゾ 出札等 の 問題 を考 え る研 究

;グ ル ー プが あ る
。 や が て は これ らの問題 が解 決 され る ことが 期待 され る。

同様 の考 えが 貨物 ザ ・Lビス シ ス テ ムに も適 用 され るジ近 代 の輸 送 チ ェ ー

ンに は,コ ンテ ナ利 用 を伴 った代理 店,貨 物 運搬,鉄 道 及び船 舶 が 含 ま れ る。

これ ら全 ては,貨 物取 扱 い を管 理 す る諸 システ ムの統 合 を指 向 してい る。

旅 行産 業 の種 々の部 分 と接 触 を持 つ 旅 客 サ ー ビスシ ステ ムを統 合す る こ

とが望 まれ るさ 方,運 行管 理 シス テ ムは個 ざの産 業 部 門 を基 盤 と して発 展 させ

る必 要 が あ るベ ー つ め シ ステ ムが航 空,鉄 道,船 舶 の運 行 を管理 で きる とい う
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考えは実際的でない と思 われ る。

運行管理 シ ステムの目的は,旅 行産業 にとって必要 な安全性 と確実性 の

度合い と矛盾 しない限 りで最大限 の自動化 を行 うことである。

それ によ り,こ のシステ▲は次の よ うな根本的要求 を満たさ なければ な

らない。

(a)シ ステムの働 きを随時検討す るために人間がチ ェ ックでき るように

しておかねばな らない。

(b)シ ステ ムが オーバーP－ ドに なった り,あ るいは何 か他の原因で故

障 した場合,手 動式運行 に切換え るための何 らか の方法 を備 えてお

く必要 がある。

(c)シ ステ ムには,手 動式へ の引継 ぎが必要 に在った場合,経 験 のある

人 員を確実 に使 え るように してお くための訓練方式が なくてはな ら

左い。

信頼性 の問題は最 も重要 な問題 である。 システムの構成は決定的な失敗

を防 ぐように定めなければ ならない。結局,全 体 の 自動化 には非常 に資金がか

かることが認 め られ,調 和 を もって行 われ る ような最 も望 ま しい 自動化 の程度

を決定 す るため に,適 当ほ 売部 を行 なわなければな らない。

都市交通 システ ムは残 る程度 まで討議された。信号(灯)の 中央 管理,

高速道路 埋設 のケーブル 人そ こか ら送行中の車 に情報が送達 され る),自 動車

置場利用 システム,車 線制御 システ ムその他につ いてい くつかの適用が可能 で

あることが認 め られた。 これ らのシステムが有益 であることは衆 目の一致す る

ところであったが,他 方,都 市地域 の交通管理 に とっては,技 術的問題 よ りも

社会的 問題の方が より大 きな ものであ ることが認 め られた。 ビ

5.技 術 上 の制 約

技術 上 の制 約 には二 つ の領域 が あ る。 ひ とつ は現 在 考案 中の シ ステ ムに

よっ て取 り扱 わ れ るで あ ろ う多量 の デ ータの処 理 の 問題 で あ る。 これ らの シス
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テ ムの 実現 を一 層 可 能 な ら しむ る この領域 の 中で特 に発達 す るの は。 新 しい フ

ァイル構 造 戸 人 間 と機 械 の接 点 の改善(こ れ には相互 に共 通 の 言語 が 含 まれる),

モ デ ュラ ーな ソ フ トウ ェア,よ リコンパ ク トで よ り低 廉 な入 出力端 末機 器 等 で

あ ろ う.人 工 衛 星 に依存 す る航 空 機や 船 舶 用の モ ニ タ ー及 び コ ン トロール シス

'テ
ムに つ いて は,経 済的 に実 現可 能 に な るため に は更 に開 発 す る必 要 が あ る と

思 われ る。
歯

ξ

4.経 済 関連 事 項

先 に提示 した適 用 を行 え ば,輸 送産 業 は更 に有 力 にた り,輸 送 施 設 は世

界 的規 模 で さ らに経 済 的 に利 用 し易 くな る と思 われ る。従 って,こ れ らシ ステ

ムはさまざま左 国 家 及び 地 域 の経 済 に寄 与 す る ところ が あ る と云 って よい だろ う。

5.組 織 関連 事 項

旅 客 サ ー どス の よ うな統 合 さ れ た シ ステ ム を どの よ うな方 法 で作 るか と

い う問題 につ いて は非 常 に突 っ込ん だ討 議 が なさ れ た。 この種 の産 業的 シ ステ

ム で現 在行 なわれて いる こ とは,行 政機 関 あ るい は電 話 会社 か ら賃 借 した回線 を

利 用 して公 開 の伝 達網 を作 り上 げ る'こ とで あ る。 施 設 の利 用 に種 々の 制 限 を課

して い る今 の行 政 機 関 の や り方 に対 して は 明 らか に批 判 的 態度 が 多 く見 られ た 。

しか しながら,行 政機 関 は,ユ ー ザー のデ ざタに とっ て平 明 で あ り,コ ン ピュー

タ ー間 の会 話 様 式 を容 易 にす る よ うな,信 頼 で きか つ ユ ー ザ ーの交 通 の特 徴 を

考 慮 す る よ うな,切 り換 え られ た ネ ッ トワーク を財 政 的 に備 え て くれ る立場 に

在 るべ きで あ り,そ う在れ ば,既 設 の ネ ッ トワーク の代 りに公共 の シ ステ ムを

使 うぺ きで ない とす る根 本的 理 由 は無 くな るの で は ない か,と い う賛 成 意見 が

出さ れ た。

輸 送産 業 は これ らの考 え に つ い て,現 在継 続 中 の デ ー タネ ッ トワー ク研

究 の枠 内 で,電 話局 と話 し合 いを持 つ ことが勧 め られ た。
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6.社 会 的 関連 事 項 ㌢

亡 の主 な問 題 は ブ ライ バ ジ ざの問題 で あ る と思 われ る。明確 な指 令 を発

す る よ う開発 す べ き であ り,又 考案 中の シ ステ ム.内で処 理 さ れ る予定 の現 在 の

デー一夕 が不 適 当 に利 用 さ れ る乙1とを避 け るた め に,技 術 的 に安 全 対策 が と られ

るべ きで あ ろ う。

ス 通 信 回線 の輸 送 へ の代 入

通信 回 線 を輸送 の 代 りに使 う方法 に は次 の よ うな ものが あ る。

」パD腸 × な事 務 作 業 は機 械 的操 作 で あ り,コ ン ピ ュー タ ーこに よって 代行

'で き る
。 もしい くつ か の端 末 オ フ ィスが分 散 して設 立 され れ ば,通

勤 者 は都 心 へ 通 うの に定 期 を使 わ な'くて も よ ぐな るわけ で あ る。

これ に よって輸 送 の パ タ ーン には ひ とつ の変 化 が もた らさ れ るで あ

ろ う。

(ij)現 在磁気 テペプあ るいはカー ドで送 られてMる 電算機 データは電波

ぷ こ で送 られ る
。ぷ

(川)新 聞等 への情報 は各地元で送達され印刷 され得 る。

(底 解 は送達鍵 紺 が渤 元の醗 人の詳細は送ることができゐ・

考 えるべ き経済的享 社会的関連事項がいろいろ有 り得 る。OEGDに 可

能 な範囲でさ らに突 っ込んだ研究 が必要である。 、 ・.

了

■
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第8分 科 会

序 論 』:'・'≒

講 師諸 氏 に文 書 あ るい は 口頭 で助 言 して頂 い た 結 果、 本 題 に関 して検 討

を行 い つy有 益 な話 し合 いが 展 開 さ れ た に もかSわ らず 、 現 行 の あるい は企 画

され て い る適 用 が、 個 々層の適 用 に して も適 用全 体 に して も、 工 業 分野 に おい て

は どの程 度 浸 透 してい るか を数 量 的 に把 握 す る ことは 不可 能 だ とい うこ とが 解

っ た。 現行 及 び企 画 中 の個 々の コ ン ピュ 一 夕ー コ ミュ ニケ イ シ ョ ンの適 用 に つ

い て か な りの時 間 を か けて 熟 考 した末、 個 々の適用 を各 々別 々 に考 え て いた の

で は 到底 時 間内 に充分 な結 論 を引 き出す ことは・で きな い とい う結論 に達 した。

従 っ て適 用 を、 す ぐに 同一 で ある こどが 見 分 け られ る、 関連 を もっ た三 つ の 領

域 に ま とめ る こ とに した。 次 に、 これ ら性 質 め異 な る適用 グル ー プを、 どの政

策領 域 に注 目す る 必要 が あ るか を はづ きり させ る 目的 で、 問題 に 関係 の あ る制

約 と関 連事 項 を 確 認す る た めに検 討 した。

適 用 の 範 囲 『中

適用 の範 囲 を次 の よ うに定 め た。

(の グ ル ー プ

通 信 回線 へ の依 存 度 の低 い局 部的 な社 内 シス テ ム。 例 えば

(1)HQコ ン ピュ ー ターへ の経 営 情 報 の 連結 関係 を もっ た各 工場 の工 程

管 理

ζ(膓ジ 同様 の連 結 をも っ た生 産 モ と タ ー コ ン ピュ 一 夕ー

(3)'・社 内給 料 支払 い及 び合 計 シス テ ム

(4)社 内 の コ ン ビ..・一夕ー 利用 の 企 画

@)グ ル ープ 『

通信 回 線へ の依 存 度 の 高 い、 分 散 した各 企業 内 の シ ステ ム。
■

(1)・一大 規 模 な多重 機 構 の た め の 中央集 中給 料支 払 い シス テ ム

(2)命 令 及 び生 産 計 画 の シス テ云

㈲ 提供 さ れ た情 報 シス テ ム1-'
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(ρ)グ ル ー プ ・、 、三

通 信 回線 直結 に高度 に依 存 す る広域 作用 シス テ ム。_、 ・

(1)う ま くで きでい る;POSシ ス テ ム(現 金 及 び ク 』パ ～ッ ト扱 い)

(2)自 己 用 の端 末(・買物 、 商 品 市 況 、 自分 の事 務 所)恒 ・

この グル 「プ に含 まれ る シ ステ ムは、 将 来大 き く発 展 す る可能 性 を持

つ が、 実 質 的 な発 展は 少 く と も向 う10年 間 には始 ま らない だ ろ う。

シス テ ムの発 展 を制 約 す る もの,1

制約 の三 つ の型 が検 討 され た。':一

技 術 上 の制 約1㌧ 、一

純 粋 に技 術 的 な見地 か ら見 る な らば 、 発展途 上 に何 ら制 約 が さ しは さ ま

、れ る こ とはな い と思 われ る。r.1;1.jxr

(b)社 会 的 制約.-・'・t三 ・

適用 グル ー プ(α)1

ω 過 剰生 産

曲 工 場 施 設 の改 善

(田)再 訓 練

Ov).再 教 育

(v)抑 圧 及 び欲 求不 満 、

ω 改革 へ の低抗

㈹ 労働 様 式 の 変化 、(24時 間 の利 用)

適 用 グル ー プ(β)ノ

グル ー プ(a)の制 約 全 部 及 び1

(Dよb大 きな社 会 での 衝 突

適 用 グル ー プ(σ)
●

グル ー プ(の及 び㈲ の制 約 は そ のま 〉残 るだ ろ うが、 そ れ を補 う利 点 もあ

るだろ う。 即 ち

(i)出 張 の必要 が 減 る こ と。
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(ij)家 で仕 事 が で き る こ と。

(0)政 治 的 制約

労働 σカ の 利用 に適用 す る場 合 には 、社 会 的 制約 と政 治 的 制 約 の 間に は明

らか な連 がbが ある。 この こ とは全 て の適 用 グル ープ に共 通 で あ る。(e)グ ル ー

プに とっ ては、 充 分 な国 家資 金 の配 分 が大 きな要 素 で あ り得 る。

シス テ ム適 用 の 関連 事 項 喝

(α)経 済 的 関連

(i)製 品 の改 良(干 一 ザ ーの 声 の 投入 の改善)

(の 投 資 に対 す る よ り早 い 利 潤 の追 求

㈲ 情 報 流 通 の改 善 か ら生 じる よ り効果 的 な経 営 ,

ω 激 しい労 働 作業 の縮少 又 は 削除

・(∨)資 源利 用 の改 善

㈲ 財 政 、 製 造、 及 び企 画 の 出所 へ の大量 の需要

これ らの経 済 的要 素 は、 適 用分 野 全 体 に共 通 の もの で あ るが、 重 点 は 各 々

異 る とい うこと を明 記 して おか ね ば な ら ない。

(β)組 織 的 関 連

適 用 グ ルー プ④

主 な軋 較 は会社 組 織 の変 革 の 際 に起 り、 対 外 的 な軋礫 は 最 も少 い と思 われ

、,る。 会 社 内 に於 い て、 システ ムζ)受け入 れ 態 勢 及 び利用 叱ベ ル の 向上 をはか る

訓練 を増 強 す る必要 が隼 じて くる と思 われ る。

適 用 グル ー プ㈲

こ こで もや は り、 組 織的 な軋 礫 は、 主 に会社 に限定 さ れ、 一 層 高度 の 経 営

の集 中化 を引 き起 す ことに なる だろ う。 た とえ、 実 際 に行 え てそ の結 果 少 い 労

働 で果 た し得 る高 水 準 の作 業 を以 っ て・ 人 手・ 原 料、 あ るいは 運 搬 手 段 を より

有利 に利 用 レ よ汐 と して生 産 活 動 を 分 散 させ る ζとが 可能 だ と レて も、 で あ る。

:i適 用 グ ル ー プ(0)、. 、、

ここで 考 え るぺ き主 な面 は、 シみ テ ム を組 織化 す る方 法 で あ る。 シス テ ム
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の発 達 と導 入 は、 私 企 業、 公共 企業 の ど ち らで よ り良 く行 わ れ得 るか。 両立 性

を得 るた め の 資金 、 管 理 、 動機 づけ の 点 か ら見 て も、 あるい は 、量 的 に も大 き

く国 際的 規 模 で もあ る技 術 サ ー ビス施 設 を備 え か つ操 作 した経 験 か ら見 て も、

公共 企 業 が唯 一 の実 現可 能 な解決 法 で ある こ とにほS'間 違 い ない よ うに思 われ

る。 しか しなが ら.シ スデ ム の発 達 は、 生 産 者及 び利 用者 との密 接 な協 議 の もと

に於 い て ゐみ 行 わ るぺ きもの で あ る。

(o)社 会 的 関連

既 に述 べ て きた よ うな制約 に帰 因 して、 教 育、 レク リエ イ シ ョン、 文 化 及

び福 祉 の た めの施 設 が必 要 に なっ て こ よ う。

(∋ 法 律 的 関 連

も し も組 織 が 、 ス ケー ル の節約 に な る か らとい う理 由で 中央集 中化 シ ステ

ム を導入 し、 似 た よ うな、競 い合 う活 動 で使 うな らば、 生 産、 価 格、 販 売 合戦

及 び マー ケ ッ トに 関す る鋭敏 な情 報 を、 法 律 的 に守 る必 要 が あ るだ ろ う。

この性 質 を もつ、 中央集 中化 され た運 行形 態 に於 い ては、 産業 ス パ イは比

較 的容 易 に行 われ る可能 性 が あ り、 実 効 あ る安全 対 策 を備 え るた め には、 シス

テム の設 計 に お い て も運用 にお い て も、 非 常 に厳 重 な管理 を課 す る必 要 が ある

と思 わ れ る。 情 報 の安全 を確 保 す る必 要 は、 違反 の性 質 を十 分 持 っ て い る もの

には法 的 な制裁 を加 え る'よ うな、 法 令 に よる管 理 で援 護 しなけれ ば な ら ない。

普通 の規模 で は、 プ ライバ シ ーの侵 害 か ら個 人 を守 る た めの法 律 を制定 す

るこ とが、 道徳 的見 地 か ら も、 シス テ ム を受 け入 れ 易 くす る とい う点か らも、

有 益 で あ ろ うと思 わ れ る。

(θ)国 際的 関連

ヨ二 百ラ バ社 会 の 拡大 と、 多 国 間経 営 の会社 の増 大 に よっ て、 シス テ ムの

発展 は1そ あ充分 な可能性 を国際 的に実現すべ く、慎重 に、 調和 を以って行わ

れ る ことが必要 になって くる。 これ に よって当然、資源、技術 的設計、 調整さ

れた料金構造及 び管理等 の意味深 い配分 を確実にす るための、 技術、財政、管

理 の分野 での中央の指導が必要 になって くるだろ う。
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各 国 の 個性 を保 つ こと もか な り重 要 で あ るが、 情 報 の 自 由 な流 通 を、 出来

る限 り簡 単 に 行 うた め のみ な らず、 端末 装 置 の設 計 や 生産 を単純 化 す るた め に、

事 務用 語 と技 術 用 語 を世界 共 通 の言語 に しよ う とす る動 きには十 分 な根 拠 が あ

る よ うに思 われ る。

この よ うに、 コン ピュー ター シ ステ ムに して も、 ネ ッ'トワー クの 発 達 に して

も、 適 切 な 国 際的 基 準 を うま く公 式化 し、 義 務 づ け る こ とが 出来 るか ど うか に、

そ の将 来 がか 〉っ て い るの で ある。

'

'
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第9分 科会

・
A

▼

≡入

序 論

このセクシ ョンに含まれ る諸産業 は独 占企業の一形態 と考 え られていた

もので,現 在電算機,通 信回線 サー ビスの ユーザー と考え られてい る。それは

製造業及び電気,ガ ス,水 道,石 炭及び石油等 の搬送,そ れに郵便事業 と電信

電話業 に従事す る産業で ある。

この種 の産業への適用 の間には非常に類似点 が多いので,そ れに伴 う制

約 や,結 果 として起 って くる 「政策 関連事項」 をも含 めて,一 括 して考 えて も

よい ことが明 らか であった。

i

適 用

.現 行 の

公 共 利 用 の 範 囲 内 で,現 行 の,も し く は 計 画 中 の 適 用 は 次 の よ う た 大 ま

か な 領 域 に 分 け ら れ る 。

商 業 的 機 能

一 計 算 ,計'一 ぶ'

一 請 求 ・'一 ,

運 営 管 理

一 出 荷/売 掛 管 理

一 在 庫 管 理 ・' ・い.'㌶:

、,、 一 人 事 記 録1∴"tt;t"1)'tt

計 画 と 予 測 一 ・ ・ 三 二'□ ～㌧

一 需 要 の 予 測
.-t.t・ ・J.強1

一 プ ラ ン ト定 置 一 .ゴ.、 ,、_・.'、 、:.

顧 客 サ,や ビ ス 、ニ ー 一'、 一、 ・ 、ト ∵ ・、ぐ パ ㌦二 ・

r?5一



一設備設置記録

一注文記帳

一般管理

一管理統計/情 報

科学i及び技術 、t、

,一 開発及び設計'∴

これ らの機能 は,一 般 に この公共利用 の全分野 に適用され,電 算機 の設

備 その ものか ら遠 く離れた地点 で入力 し情報 を得 る ことのできる能 力に よって

利益 を得 るので ある○ その結菓ぶ機械的法仕事 は機械にさせ ることに よって人

力 乞節約 で きる し,企 画や より優 れ充 決定 を行 う道具 とじて コン ピュー ター を

利用で きるか ら,人 力を より有効 に使 うこ とが出来 る。従っ て,現 在適用の根

拠 となっている根本的 な理 由は,非 常に大 きな組織 で,し ば しば全国的規模で

サー ビスを行 う公共事業 において(人 力 の)節 約が できる とい うことであ り,

電算機 と伝達 の利用 は明 らかに仕事の節約 を行 な うのに有効 な方法 である。

未 来 。＼∴い'

未来 を考 え ると,何 か全 く新 しいものが生み 出されると巨 うより'は,現 在

行なわれている適用 がさ らに広 く行なわれるよ うに なることの方が,ご く1自然な発

達様式の よ うに思 われる。.一

例えば,○

操作管理,電 気やガスの搬送及び配達綱 において,綱 の多 くの箇所 に荷

重状態 の感知 力 を持 たせ る ことに よる より効果的 な管理。その ようなネ シ トワ

ー クの コン ピュー ターに よる完全 に自動化 された管理は技術的に は可能か も し

れ ないが,現 在の観点 は,よ り少人数 の人間が正 しい決断 を下 じ;必 要 な命令

を出す ことができる ように コンビュー.ター を利用する ことである。

通信回線 網 の中では,交 通 の流れ をモニ ターす るため,及 び中央切換所

が正 しく働い て いるか どうか確かめ るた めに,コ ン ピュー ター を利用^する こと

一7'6一
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が で きる。 も し過 重 荷 や機 能 低 下 が発 見 さ れた場 合 は,コ ン ピ ュー タrが 代 り

の搬 送 ル ・一 トを用 意 する こ.とが で きる。

郵 便 管理 に於 い一て は;適 当 な 自動 分類 を定 め る理 論的 プ ロセ ス と郵便 記

号 や郵 便 物 の種 目の読 み取 り とを別 にす る ことが 出来 る。 この 後者 の機械 を中

央 で管理 す る ことに よ って,郵 便物 輸送 の最 善 の ルー トを決 め る こ とが で き,

また変 化 す る輸 送 に対 処 すべ く動的 な職 員 の配置 を行 な うこと が で きる。

水 資源 の 管理 に関 して は,コ ン ピュー ター とコ ミュニ ケ イ シ ョンに よっ

て・ 殊 に異 常 な情 況下 に於 け る,天 候及び 潮 の状 態 の影 響 を予報 し,適 当 な処

置 を取 り,警 告 を発 す る こ とが で きる。

主な制約,問 題

4

吟

'

技術的

将来公共事業 で使われそ うなこれ らの適用 に関 しては,重 大 な技術上 の

問題や制約は認 め られ ない。将来 のパ タ「ンは粥既知の技術 を より大 きく利用

す ることの ように思われる。適用 に よっては,将 来特殊 な目的 を持 った端末装

置 が必要 かも しれ ないが,そ の開発 には何 ら新 しい発明は必要 ないと思 われる。

デー タ伝達 サー ビスにおいて は,最 高10K/bi七sま での回線 を適度に一般

に利用できるように しておけ ば;向 う5年 間の需要 を満たすのに丁度良い と思

われる・・繰 な適用鋤 え織 る種の特殊 な システムの コンピュー タ坤 等 で

は,も っ と高 ス ピー ドの回線 が 必 要 に なるか もしれ ない が,一 般 にで は ない。

費 用 、 ・ 、.t

新 しい適 用 に要 す る 費用 は,公 共事 業 内 で,シ ス テ ムの仕 事 全 体 か ら得

られ る利益 と対 照 し蚕考 え ね ば な ら ない。・これ らの組 織 は 非常 に大規 模 で,一

般 に 資本 が集 中 して い るの で,コ ン ピュー ター や伝達 にか 」る費 用 が,、・組織 の

投 資 予算 全体 の額 に影 響 を与 え る よ うな制限 的要 素 とは な らな い と思 わ れ る。

社 会 的 、 、、:に ・、

、公 共事 業 の サー ビス は全 人 口に わた るもの で あ るの で,一 つ制 約 が あ っ

一?7一



て も,顧 客 は変革 を受け 入 れ たが らS'・;・・」・職員 は そ れ を履行 したが らないヂ とい

う可能性 が ある。 コ ン ピュー ター と伝達 の利 用 に よって,こ の分 野 で 主 に節 約 ,

で きる のは,人 力,特 に二 次 的 な手 作業 的 ク ラス に おけ る人 力 で ある と思 われ

る。 このク ラスは しば しば労働 組合 の中 で最 も良 く組織 され た ク ラス で あ り,

改革 を実行 す る力 は,労 働 組 合 が受 け 入 れ得 る価格 に よって制限 さ れ る可能 性

が あ る。

政 策 関連 事項 ・・'巳 ∪

経済上

公 共事 業 の経 済 原 理 に は,そ の成 果 に は かNわ りな く,似 か4っ た 目的

と難点 が あ る ように 思 われ る。 それ らは全 て,実 質 的 な年 間 成長 率(ヨ ー ロ ッ

パで は電 気 で15%),プ ラン トや 人 間へ の 高額 の,継 続 的 な投 資,国 家 間 に

配 分 さ るべ き資源 を扱 わ ねば な らず,ダ イナ ミ ック な製 品 の消 費 を促 が す に は

サー ビス と コス トを最大 限 に利 用 し,ユ ー ザー に と って購 買 し得 る価格 を生 み

出す ために,一 時 周 到な経 営 が必 要 であ る。 公 共 事業 は独 占企業 的 で は あ るが,

あたか も競 争 者 が在 る如 く,ユ ー ザ ー の要 求 に 応 えね ば な らな い。

そ の結 果,・こ れ ら経済 的 目的 を達 成 す るため に公 共企 業 が 用 い る方 法 は

現在 で は効 果 を持 って い る。 コン ピュー ター/コ ミュニケ イ シ ョンの シス テ ム

の利 用 が拡 が る こ とに よって,現 在 の技術 が進 歩 す ると とは考 え られ るが,新

しい技術 が生 まれ るこ とは ない だ ろ う。

従 って,政 策 を引 き出す 際,政 府 が提示 すべ き主 な考 え は,こ れ らシス

テ ムの公共 事 業 に よる利用 の促進 で あろ う。

コン ピ ュー ター/コ ミュニ ケイ ション シス テ ムが役 立 つ と思 わ れ る,特

殊 な経 済 分 野 をい くつ か挙 げ る と,

t投 資 の危険 率 の決 定'f

例 えば,動 力消 費 額 と通 信 回線 の使 用 の測定 が よ り正 確 に な る と とに よ

って,資 本 分 析 と よ り正 確 な予 測 作成 に 基 づ く,長 期 短 期 の企画 決 定 が具 体 化

一?8一
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す るだ ろ う。V"1'":.1

2.公 共 事業 に於 け る地域 格差 は 元必 ず しも,コ ン ピュー ター/コ ミュ

ニ ケ イ シ ョン システ ムに よ うて 改 ま りは しな い だろ う。

5.経 営 上 の諸 問題 は,発 展 す るにつ れ て増大 す るだ ろ う。(中 央)集

中対(地 方)分 散 の問題 は,コ ン ピュー ター/コ ミュ ニケ イ シ ョン ジステ ムに

よって今 や問 題 で はな く在 った の ぞ あ るか ら,取 り上 げ る必要 は ない。

組織 上 も し くは制 度 上 の政 策 に 関 す る考 察

公 共事 業 は,生 産 物 は各 々異 るに して もプ過去10年 一15年 の間 に,

大 きさ の点 では 不 動 の労働 力 を手 に 入 れた 。

コン ピュー ター/コ ミュ ニ ケニ シ ョン シス テ ムの利 用 に よって,複 雑 な

組織 の 構造 を今 まで よ り容 易 に作 る こ とが 出来 る よ うに なる だ ろ うし,従 って,

或 る国 の 資源 を,そ の国 の主 権 を失 わせ る こと な く,他 の 国 々が分 ち合 う とい

う目的 も楽 観 的 に考 え る こ とが 出来 る よ うに な るだ ろ う。

公 共 企業 体 は,請 求 書 の発 行 や 集 金等,経 費 や労働 の要 るサー ビス や ア

フ ター サ ー ビス を現 在 よりず っ と効 果 的 に 他 の代 理店 に依 託 で きる よ うにな る。

代 理店 が,TVセ ッ トや 電 話 セ ッ ト,各 戸 に備 えて あ るメー ター類 の修 理,ア

フ ター サー ビス等 を,企 業 体 と同 じ技術 をダ ブって持 つ こ とな しに,責 任 を持

って 引 き受 け る こ とが で き る よ うに な る と思 われ る。

国際 的政 策 に 関す る考 慮

コン ピュー ター/コ ミュ ニ ケ イ シ ョン システ ムの国 際 的利 用 が拡 が るこ

とに よって,特 に政 策 上 の問 題 が 出て 〈る こ とはない が,シ ス テ ム の利 用 に よ

って将 来 も っと効 果 的 に解決 され る と思 われ る問 題 が 現在 数 多 く在 る。

ます ます 緊張 の度 が 高 ま りつ 〉ある石 油 とガス の国 際的 配 分 の調 整 も,

コン ピュー ター/コ ミュニ ケ ィ シ ョン シス テ ムの利 用 に よ って助 け られ る だ ろ

う。

国際 気 象情 報 シス テ ムに よって予 報 され る洪水 やそ の他 の天 災 に対 す る

制 御 は・ コ ン ピュー ター/コ ミュ ニケ ィ シ ョン シス テ ムの広 汎な利 用 に よ って

ー
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国際的基盤 でもっ と効果的 に調整され るだろ う。

コン ピュー ター/コ ミュニケー ション分野 の暫定的 な国際基準 を決める

ことが・初 めの基準 に抵触 する危険 な しに大 資本 を確実に依託 出来る ようにす

るために,予 想 よりも早 く必要になるか もしれない。

社 会的関連事項

考 えねばな らぬアイナス面が ある。例 えば,情 報公害,機 械が人手 に替

ることに よって生 じる失業,そ しておそ らく,変 革 を,社 会が まだそれ を受け

旭 切れぬ〉警 卸 しめて しまうこと・等である・

法律的関連事項

.。.詩 情 報サ τ ζス の ようなサ ー ビス を備 え る たや に,公 共 企 業 が コン ビュー

㌧ 三 一 イ コミ ュ ニク ィ シ ョン システ ム を使 う こ とに よって,家 庭 に於 いて は,生

命 と財 産 に対 す る責 任 が・ 現 在 認 め られ て い る よ りも重 くな り・法 律上 の定 義

が 必要 に な って くる だろ う。
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